
価値創造戦略
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中期経営計画 中期経営計画 中期経営計画
2012年度 –2014年度 2015年度 –2017年度

Innovative Challenge Plan
2018年度 –2020年度

ビ
ジ
ョ
ン

持続的な成長に向けた 
企業変革への挑戦 ビジネスモデルの変革

注力領域の「事業活動」を通じて、 
顧客課題の背景にある 

社会課題を解決することで、 
持続的成長サイクルを実現し、 

サステナブルな企業となる。

経
営
指
標

2014年度実績 2017年度実績 2020年度実績

営業利益率 4.1% 営業利益率 5.7% 営業利益率 8.6%

売上高 2,692億円 売上高 2,870億円 売上高 3,097億円
（デジタル／ライフイノベーション 

領域における売上高）� （270億円）
（注力領域における売上高） 

� （684億円）

ROE 9.7% ROE 12.4% ROE 13.4%

配当性向 26.0% 配当性向 33.6% 配当性向 41.1%

戦
略
と
主
な
成
果
　
獲
得
し
た
強
み

従来の強みに加え、 
新しいサービスをデザインし 
実践する力を獲得
● �社会視点で異業種をつなぐビジネ

スエコシステムを創出
● �コンテンツ分野で強みのある大日

本印刷（株）との連携
● �サービス事業主体として決済プラッ

トフォームを提供
● �財務体質の強化

新たな領域へのチャレンジを 
成功させ、次の成長に向けた 
基盤を強化
● �デジタル／ライフイノベーション領

域のビジネス拡大による収益向
上、ビジネスの種の増加

● �ビジネスICTプラットフォーム領域
における強み領域への集中、労働
生産性改善による収益力向上

● �ビジネスモデル変革に合わせた人
財のスキル変革の推進

● �グローバルを含むパートナーへ
の投資やファンド投資の積極的な
推進

注力領域ビジネスの拡大により、 
社会的価値創出企業への変革に 
向けたアセットを獲得
● �注力領域（ネオバンク、デジタル

アクセラレーション、スマートタウ
ン、アセットガーディアン）への取
り組みを通じて、次の経営方針で
推進すべき方向性の土台を構築

● �ビジネス遂行における人的リソー
スと役割を見直し、顧客とのリレー
ションを深耕するとともに、顧客価
値向上に寄与

● �グループ全体における技術集約、
生産性向上、効率向上施策によ
り、プラットフォーム提供力を強化

● �チャレンジを推奨する風土改革、ダ
イバーシティに対する意識改革な
どを実施

● �オープンイノベーションへの取り
組みの積極化と、新たなビジネス
創出に向けた投資を通じた知見
の獲得

わたしたちは、デジタルコモンズを誰もが幸せに暮らせる社会づくりを推進するしくみに育てていきます

経営方針（2024-2026）

2024年度 –2026年度

2025年度実績 2026年度目標※3 当初目標

売上収益 4,337億円 4,400億円 4,200億円

調整後
営業利益率※2 10.0% 11.0% 11.0%

ROE 17.9% 17.0% 以上 15.0% 目途

配当性向 40.5% 40.0% 以上 40.0% 以上

＋自己株式取得
100億円

※3 �2025年4月に目標を上方修正。2026年4月公表の見通しは P.44をご覧く
ださい。

基本方針

＋株価水準を考慮した機動的な 
自己株式取得を実施

過去の中期経営計画振り返り 前経営方針振り返り 現経営方針

経営方針（2021-2023）

2021年度 –2023年度

2023年度実績 2023年度目標

売上収益 3,701億円 3,400億円
うち、アウト 
ソーシング※1

（766億円） （1,000億円）

調整後
営業利益率※2 9.1% 10% 以上

ROE 16.5% 15% 目途

配当性向 39.8% 40% 目途

※1 �システムの運用受託だけでなく、当社が事業主体と
して提供するサービス型ビジネスを含む

※2 �調整後営業利益＝売上収益 – 売上原価 – 販売費及
び一般管理費

達成できたこと
● �顧客 DX：�DX 領域を中心としたシステムサービ

スが大幅に伸長
● �社会 DX：�社会課題解決につながる、さまざま

な分野での社会DXの取り組みが拡
大

● �ビジネスプロデュース人財の計画的育成や
DE&I 推進により、社員の意識・行動変容が 
進む

● �スタートアップ投資や社内 DXの構造改革投資

さらなる成長に向けて
● �顧客 DX：�当社グループの強みとなる注力領域

を定め、深化・拡大
● �社会 DX：�重点テーマを特定し、社会的価値の

提供を加速・拡大
● �事業戦略と連動した人財の育成・獲得と組織

開発の促進
● �事業戦略の加速につながる積極的な投資

Vision 
2030

グループ経営基盤の強化

経営資源配分の最適化

投資戦略 人財戦略

財務戦略

技術戦略

3

2

1

持続性のある事業ポートフォリオ確立による 
企業価値の向上

コア事業戦略 成長事業戦略

「3つの基本方針」を掲げ、Vision2030の実現に取り組みます

  P.19
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経営方針（2024-2026）



経営方針（2024-2026）の基本方針

　「経営方針（2024-2026）」では、事業活動を通じて「社会的価値」と「経済的価値」の創出を
加速し、市場・顧客から「共に社会課題を解決したい企業」として想起される存在となることを
目指します。
　これまで積み上げてきた経営資本をもとに、積極的な成長投資を行い、コア事業と成長事業
の両利きの経営を推し進め、新たな事業の柱を生み出します。この事業の柱を、持続可能な事
業ポートフォリオとして確立し、企業価値１兆円を目指します。

市場・顧客 競合

AI を取り巻く事業環境への認識 BIPROGYグループ事業への影響

課題認識

● �As a Serviceの台頭、人口減少等により、受託開発
（SI ／ NI※）は中長期的には縮小する可能性がある

● �ASEAN を中心とした海外 IT 市場は継続的に成長
する見込み

● �AI、IoT 等のテクノロジー進化に伴う顧客企業のDX
領域への投資拡大、GX など社会課題解決に向け
た取り組みの強化

● �積極的な成長投資（M&A 等）による人
材・ケイパビリティ・チャネル等の獲得
や海外市場獲得を含めた事業の拡大

● �グローバル大手企業やクラウドサービ
ス企業の台頭、異業種からの事業参入
による競争の激化

● �営業利益率向上により財務基盤が安定した今、新たな事業ポートフォリオを確立し、企業価値を高
めていくことが求められる

● �顧客企業における新たなビジネスモデルの模索やDX への取り組み、GX など社会課題解決に向け
て、新たなケイパビリティを獲得し、さらなる顧客価値と社会的価値の向上を図っていくことが求め
られる

● �唯一無二のBIPROGYブランドを確立させるためにもボーダレスな事業展開が求められる
● �経営資源配分や人的資本投資、成長投資による新しい経営資源の獲得により、中長期視点での取り

組みが求められる

「3つの基本方針」を掲げ、Vision2030の実現に取り組みます

基本方針

グループ経営基盤の強化

経営資源配分の最適化

投資戦略
注力領域への 
積極的な投資

  P.44-47

人財戦略
事業戦略と連動した

人的資本配置
  P.32-38

財務戦略
キャピタル・アロケーションの最適化

技術戦略
事業戦略を加速する

技術強化
  P.39-40

3

2

1

持続性のある事業ポートフォリオ確立による企業価値の向上

コア事業戦略
強みのある領域の確立と 

提供価値の向上
  P.21-25

成長事業戦略
新たな収益基盤の確立 

  P.26-27

環境認識

BIPROGYグループのAI 技術進化に対する認識

※ SI：システムインテグレーション／ NI：ネットワークインテグレーション

  P.44-47

新たな成長機会

● �従来型のシステム開発・運用のあり方に構造変化をも
たらす大きな転換点

● �AIによる自動化の進展を背景に、工数依存型（人月型）
開発のあり方が変化
※中長期的には顧客のIT 内製化が進展

● �顧客が求める価値の重心は、業界知見に基づく、業務・
システム全体の設計とAI ガバナンスの両立へシフト

● �ソリューションやサービスの高度化に 
加え、インフラや運用などの提供価値を
向上

● �当社グループの強みである業務理解に
もとづくシステム構築力とAI の融合に
より、開発受託者から内製化の伴走者・
価値共創パートナーへ進化する
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持続性のある事業ポートフォリオ確立による企業価値の向上

成長事業

コア事業

積極的な投資により、提供価値を高め、新たな収益基盤を確立する

集中と選択により、強みのある領域を確立し、提供価値と収益性を高める

重点戦略 成長シナリオ

市場開発
新たなサービス 
領域・シェアの 

獲得／拡大

新たなサービス領域の獲得と成長市場への深耕による新たなシェアの獲得∕拡大
● �お客様の経営判断を支援する、データサイエンティストとAIによるデータ利活用サービスの展開
● ��お客様がコア業務に集中できるよう、デジタルワークプレイス∕セキュリティ∕クラウドマネジ

メント等のマネージドサービスの展開

事業開発
社会 DX 事業の 

共創と 
展開の加速

社会課題を解決する社会 DX 事業の開発∕共創∕展開の加速
● �SX/GX、スマートライフ、地域創生を注力テーマに置き、「志」を共にするお客様・パートナーと

産業分野を横断したビジネスエコシステムを形成し、社会 DX 事業を共創し、展開を加速
　SX：サステナビリティ・トランスフォーメーション／ GX：グリーン・トランスフォーメーション

グローバル
ASEAN 主要国での 

ビジネス展開と 
北米等マーケットへ 

アプローチ強化

ASEAN 主要国におけるビジネスの展開と北米等マーケットへの参入を見据えた 
アプローチの強化
● �M&A 等による戦略的投資によりサービス提供エリア／顧客群を獲得
● �国内でのサービスや知見をもとに、海外での顧客 DX 事業を推進
● �各国の顧客・パートナーとビジネスエコシステムを形成し、社会課題を起点とした社会 DX 事業

の推進 

重点戦略 成長シナリオ

注力領域／ 
顧客への 

経営資本配分

注力領域への積極的な開発投資と人的資本の適切な配分を実行
● �優良な顧客基盤と徹底した業務‧顧客知⾒をもとにしたアセットを軸に、 

ファイナンシャル、リテール、エネルギー、モビリティ、OTインフラを注力領域として設定
● �顧客価値を向上させる開発に積極投資

開発生産性向上の 
促進

ビジネス規模拡大を⽀える開発生産量拡大∕ 
新技術‧知財活用による開発生産性‧安定性の向上
● �プロジェクトマネジメント・エンジニアリングの標準化を進め、内工を上流工程へシフト
● �M&A や業務提携を含む国内外パートナーとの連携強化と経験者採用等による人的資本強化
● �生成 AI をはじめとした新技術活用による開発の自動化

サービス型ビジネスの
拡大

注力領域への優先的な開発投資によるサービス型ビジネスの提供価値向上
● �サービスのクラウド化を進め提供スピードを向上し、シェアを拡大
● �アウトソーシングサービスの運用プロセス・体制を整理し、効率化

グローバル

事業開発

市場開発

社会を見据えた
新たな事業展開へ

DXでお客様の 
企業価値向上に貢献

コア事業の注力領域
　現在の当社グループの収益源である「コア事業」の中でも、優良な顧客基盤と基幹ソリュー
ションやインフラサービスの提供・運用等の実績から得られた徹底した業務・顧客知見という当
社グループの強みが活かせる5つの領域に経営資源を集中し、提供価値と収益性を高めていき
ます。

脱炭素社会の実現

doreca 
（価値交換基盤）

CoreCenter 
（MD 基盤）

BIPROGY ESL SaaS
（電子棚札）

OMO 対応

AI-Order Foresight
（AI 需要予測自動発注）

BankVision on Azure
（金融機関向け 
勘定系サービス）

非化石証書 
トラッキング

Dispel
（産業インフラの遠隔運用保守を 

支えるセキュアアクセス基盤）

Claroty xDome
（産業向けサイバーフィジカルシステムの 

セキュリティ対策ソリューション）

smart oasis
（EV 充電／カーシェア）

Enability シリーズ
（電力小売クラウド）

Re:lvis
（環境価値管理）

太陽光発電量・ 
余剰量予測サービス

DIVP 自動運転
シミュレーション

無事故プログラムDR
（法人向けドライブレコーダー）

ファイナンシャル 
サービスプラットフォーム

OptBAE
（信用金庫向け 
勘定系サービス）

#tsumuGO_mobile
（地域金融機関向け 

バンキングアプリ）

COCOMFY 
（営業店窓口業務システム）

For Society
社会 DXの推進

For Customer
顧客 DXの推進地域経済の

活性化

コア事業の注力領域

サプライチェーン
改革

リテールファイナン
シャル

エネルギー
OTインフラ

モビリティ

Purpose

成長事業

コア事業
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金融業務知見の 
サービス化

※1 「地銀・第二地銀・信金、預金量3兆円以上」におけるシェア
※2 システム導入信託会社におけるシェア

※3 オープン勘定系システム「BankVision」のさらなる価値向上に向けた取り組み

国際勘定系※1

（OpenE’ARK/BankForce）

市場系フロントミドル※1

（Siatol-FM）

外国送金※1

（SurFIN）

信託系※2

（TrustPORT）

市場系バック※1

（Siatol-NE）
BIPROGY 
27％

BIPROGY 
36％ BIPROGY 

78％

BIPROGY 
44％

BIPROGY 
65％

その他

その他

その他

その他
未決定

　新たなお客様のBankVision 採用で勘定系ブランドという強固な資産を築
き、外国送金「SurFIN」や営業店システムなどフロント領域の受注も拡大して
います。今後は金利のある世界となり、AI 技術の進化やWeb3金融によるリア
ルタイム化が進む中、直面する人手不足の解消や地域経済の活性化に貢献す
べく、提供サービスのさらなる進化と新たな事業領域への挑戦を加速します。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
渡邊 弘巳

変化の激しい金融業界の 
未来を共創する 
トラステッドパートナー

売上実績・目標（億円）

����（年度） ����

���
���

����

���

����

���

■ �実績　　■ �目標

業務 
サービス機能

クラウド基盤標準
API 

標準化・カタログ

サービス運用

共通機能 
マイクロサービス

金融サービスの多様化
ビジネス連携

　過去50年にわたり、金融機関の業務をパッケージシステム
として開発し提供してきました。時代に合った最新のIT 技術
を取り入れ、世界初のオープン勘定系システムや、日本初の
パブリッククラウド上での勘定系システムの稼働を実現してい
ます。進化しつづけるIT 技術と、金融業界の知見を活かして、
メガバンクやネットバンク、地方銀行や信用金庫、証券・保険
など、多様な金融機関のビジネスパートナーとして、金融機
関の課題解決およびIT・経営戦略の実現に向けた取り組みを
進めていきます。

戦略 2025年度進捗

コア事業のさらなる進化
バックサービス、フロント、金融ソリュー
ションの顧客基盤およびビジネス規模の
拡大

● �勘定系システム事業が拡大 
- 滋賀銀行「BankVision on 
Azure」

● �営業店システム、バンキング
アプリ、国際系・市場系シス
テムの新規受注が増加

新事業領域のビジネス開発
新事業領域の構想具体化と新たな市場
創出

● �金融業務 BPaaS※4にAI 技術
を組み合わせ事業化に向け
て推進中

● �事業参入に向けステーブルコ
イン／セキュリティトークン関
連スタートアップに出資

FSPの進化と適用拡大
FSP（Financial Service Platform）に 
よるアーキテクチャ標準化と共通機能化・
運用標準化

● �フロント系を中心にアーキテ
クチャ標準化と共通機能開発
を推進

● �2026年度以降の新規開発プ
ロダクトに適用し、サービス
の収益性を強化

※4 BPaaS：SaaSとBPO を組み合わせたモデル

1

2

3

マネジメントメッセージ

金融サービスの統合を図り、 
ビジネスパートナー間のエンゲージメントを進化させ、 

デジタル経済圏の変革を担う

2030年に目指す姿

信頼の蓄積（多様なビジネスパートナー）／ 
開発力と完遂力／先駆的な取り組み

Pickup BankVision2.0※3が目指すAPIエコノミー

● �銀行内部と外部サービス間の連携をスムーズに行うことで開発生
産性および顧客利便性の向上

● �相互にサービスを補完し合うことで、業種業態の垣根を越えた新た
なビジネス機会・イノベーションを創出

ネットバンク

証券・保険

地銀

チャレンジャー
バンク

メガバンク

信金

強み� （2026年3月末時点）

API 公開・連携サービス

BankVision2.0

SaaS 自治体

交通

小売 個人

地域産業

当社ソリューションのシェア

21BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
経営方針（2024-2026） ／ コア事業 ／ 成長事業 ／ 企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー ／ 人的資本戦略 ／ 知的資本戦略 ／ 特集 ／ CFOメッセージ

コア事業
ファイナンシャル注力領域



Pickup

　MD 基幹システムの大型構築案件の本番稼働やAI 需要予測自動発注サー
ビスの受注拡大など、小売事業者のDX 実現に向けた取り組みが着実に進展
しています。また、2026年1月にはカタリナマーケティングジャパンがグルー
プインしました。両社の強みを活かし、流通業界全体の付加価値を高めるプ
ラットフォームの確立を目指します。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
村上 明伸

カタリナマーケティングジャパン
とのシナジー創出により 
さらなる事業拡大を目指す

D2CCX店舗デジタル
通販 /EC生活者接点有店舗

自社サイトからネット
モールまで 

マルチチャネルでの 
販売を支援

生活者理解と最適な 
手段でのコミュニケー

ションを支援

リテールの本部業務や 
店舗業務を 

デジタル化で支援

　リテール領域では、人材不足や生活者ニーズの多様化といっ
た課題に対応し、持続可能な社会に貢献する未来型リテール
の実現を目指しています。これまで、店舗デジタル、D2C※1、
CX※2およびこれらをつなぐOMO※3の4つの領域で多様なサー
ビスを創出してきました。各サービスをつなぐリテールデータ利
活用コンセプト「Foresight Data Spark」でデータ×AIを用い
た提供サービスの高度化に取り組んでいます。

カタリナマーケティングジャパンのグループイン

● �カタリナマーケティングジャパンが小売事業者各社から預かってい
る購買データ基盤と、BIPROGYのIT 技術・サービス開発⼒を融合。
⽣活者・小売・メーカーにメリットをもたらす中立的なプラットフォー
ムを整備することで、流通業界の継続的な発展を図る

カタリナマーケティングジャパン    P.29 

約40年にわたる基幹系システム構築経験で培われた 
業界知見 ･ 業務知識による効果的なIT 実装の実現

強み� （2026年3月末時点）

小売業向け基幹システムパッケージ
「CoreCenter for Retail」ほか

AI 需要予測自動発注サービス 
「AI-Order Foresight」

電⼦棚札サービス 
「BIPROGY ESL SaaS」

生活者の声収集サービス 
「ニーズコネクト」

導入累計 24社

導入累計 11社／1,200店舗

導入累計 12社／1,500店舗

大手小売2社で採用

マネジメントメッセージ

生活者データを活用したマーケ
ティング支援プラットフォーム

リテールや流通向けの基幹系シス
テム店舗 DXソリューション

売上実績・目標（億円）

������

���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

店舗デジタル領域における 
ビジネスの拡大
店舗 DXやサービス基盤の強化を通じ、
主要顧客との関係拡大と安定収益の 
確立

● �マーチャンダイジング（MD）
基幹システム「CoreCenter 
for Retail」の大型構築案件
が本番稼働

● �小 売 業 向 け AI 需 要 予 測 自 
動 発 注 サービス「AI-Order 
Foresight」なども順調に増加

D2C（Direct to Consumer）領域に 
おけるビジネスの拡大
直販・ECサービスの強化とコスト最適化
D2C 市場での存在感と新たな収益機会
を創出

● �大手アウトドアブランドにて
OMO システムの本番稼働を
短納期で実現

● �サービス面では運用業務の効
率化とスピードアップに向け
たAI 駆動開発の推進中

「CX」「OMO」による 
新規ビジネスモデルの創出
生活者や店舗データを集約・活用した
CXやOMO 関連サービスの開発を推進

● �カタリナマーケティングジャパ
ンがグループイン。PMI の完
遂とCX／OMO 事業の拡大に
向け、新たなサービス提供コ
ンセプト「Foresight Connect」

「Foresight Data Spark」を軸
にサービスを展開

1

2

3

小売事業者が直面する社会課題を 
テクノロジーで解決し、 

事業環境変化／生活者の購買行動変化にも対応した 
未来型リテールを実現する

2030年に目指す姿

※1 �D2C（Direct to Consumer）： 企業がECサイト上で、直接自社製品を販売する販売方式
※2 �CX（Customer Experience）： 顧客体験、顧客が商品やサービスの購入を通じて体験する

一連のプロセス
※3 �OMO（Online Merges with Offline）：顧客がチャネルの違いを意識せずにサービスを受

けられるよう、オンラインとオフラインを分けずに統合して考えること

（2026年4月提供開始）

OMO データ・サービス連携
AI 活用やサービス連携に向けリテールのデータを整備・集約

22BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
経営方針（2024-2026） ／ コア事業 ／ 成長事業 ／ 企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー ／ 人的資本戦略 ／ 知的資本戦略 ／ 特集 ／ CFOメッセージ

コア事業
リテール注力領域



　エネルギー領域の脱炭素社会の実現に向けた取り組みは、「Purpose」や
「Vision2030」で掲げる持続可能な社会の実現にもつながっています。2026

年度よりアグリゲーション事業を開始するなど、蓄積した知見とケイパビリティ
を活かし、社会課題解決につながる事業の拡大により、当領域のさらなる成
長を目指します。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
金井 智

ケイパビリティを活かし、 
脱炭素社会の実現に取り組む

※1 �マイクログリッド：地域や施設内で独立して電力を生成・管理する小規模な電力網
※2 �VPP（Virtual Power Plant）：工場や家庭に分散して存在する、自家発電システムや蓄電

池などのエネルギーリソースをIoT 技術によって統合し遠隔で制御することで、一つの発
電所のように機能させること

※3 �V2X（Vehicle to Everything）：自動車とさまざまなものや機器を通信技術で接続し連携
させる技術

※4 �CIS（Customer Information System）：エネルギー販売事業において、顧客管理／料
金計算／請求・入金管理等を支援するシステム

※5 �EMS（Energy Management System）：エネルギーの使用量見える化や、計測データに
基づく監視／制御を行うシステム

※6 �アグリゲーション事業：系統用蓄電池などの分散電源を対象に、卸電力市場および需給
調整市場における市場取引および需給調整を行う事業

　エネルギー領域では、社会課題の一つである「脱炭素社会
の実現」に貢献することを目指しています。これまで、電力小
売事業者・需要家向けのサービス中心に「Enability」シリー
ズや需要予測／発電予測システムなどを提供してきました。
約70年の業界知見をもとに、AIで提供価値を向上し、蓄電池
事業参画により、デジタルとフィジカルを融合した新たな価値
創造に挑戦し続けます。

電力小売クラウドサービス「Enability CIS※4」

エネルギー管理クラウドサービス「Enability EMS※5」

BEMS（ビル/テナント向け）サービス管理物件数実績� 約1,000棟

MEMS（マンション向け）サービス導⼊実績� 約384,900⼾

マネジメントメッセージ

Pickup アグリゲーション事業※6を立ち上げ

● �従来のシステム提供に加え、自ら蓄電池アセットを保有する事業モ
デルへの転換を目指し、2026年6月に蓄電事業会社を設立。アグ
リゲーション事業を開始予定

● �蓄電事業とアグリゲーション事業を一体運営し、AI を活用した IT
サービスにより電力系統の安定化と再エネ普及に貢献

● �自社で培う運用実績・知見を基盤に、将来的には他社蓄電池向け
事業へ展開し、新たな社会価値の創造を目指す

お客様・パートナーとの共創により、 
社会課題の一つである“脱炭素社会” 実現に向け、 

IT を活用した再エネ拡大に資する 
新たな事業創出を実現する

2030年に目指す姿

エネルギー関連企業向けのシステム開発および 
サービス開発により培った業務知見

強み� （2026年3月末時点）

売上実績・目標（億円）

������
���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

顧客提供価値の深化
Enability 等サービスソリューション拡充
送配電事業者向けDX 関連 Biz 等、エネ
ルギー関連企業DX 向けSEサービス拡大

● �「Enability CIS」に関し、顧客
ニーズにより迅速に対応する
ため、保守性・柔軟性をさら
に向上

● �送配電事業者と、AIを活用し
た業務効率化に取り組み中。
今後は対象業務領域の拡大
を予定

カーボンニュートラル関連事業の拡大
エネルギーマネジメント関連サービスソ
リューション開発／提供

● �環境価値管理サービス「Re:lvis」
を電力大手が採用

● �再生可能エネルギーの導入
拡大に向け、アワリーマッチ
ング※7実証を実施済み

新規事業への参入による成長
脱炭素関連企業との事業提携・資本参
加等、既存事業とのシナジーによる競争
力強化

● �蓄電池を活用したアグリゲー
ション事業の展開を見据え、
自社での事業立ち上げに注
力。積極的な出資を含め、事
業成長を図る

※7 �アワリーマッチング：1時間単位で再生可能エネルギーの電力供給量と電力消費量が
一致していることを証明すること

1

2

3

求められる仕組み 当社サービス

● �Demand Response　
● �VPP※2　
● �Energy Management
● �BEMS, HEMS, MEMS, 

CEMS
● �V2X※3

拡
充
・
拡
大

新
た
な
事
業
創
出● �マイクログリッド※1

PV 余剰 
予測

Mitekite

smart  
oasis

EV 
スマート 

充電
Re:lvis

Enability

● �再エネ発電予測発電

送配電

小売・
需要家

環境価値管理サービス「Re:lvis（リルビス）」

太陽光発電量・余剰量予測サービス

利用企業証書取扱量� 対前年比 270% 増加

予測対象発電量� 対前年比 82% 超増加

大手都市ガス、大手ハウスメーカー、 
大手電力など�

� 累計27社で導入

� 利用 ID 数217万件
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コア事業
エネルギー注力領域



東日本旅客鉄道（株）との生成 AI を活用した 
復旧支援システムの提供開始

行動予測 AI を用い、交通事故未然防止を支援する「BP-BOX」を 
提供
交通事故によるさまざまな価値損失に対し、AIを用いて軽減化を目指す取
り組み。ドラレコ※1のさらなる発展へ。

※1 ドラレコ：法人向けドライブレコーダー「無事故プログラムDR」

　モビリティ領域は、多様なパートナーとの連携により、自動運転の社会実
装に向けた取り組みや、鉄道事業者の業務省力化と輸送品質の維持・向上
などに取り組んでいます。物流需要や人手不足といった課題に対応するため、
フィジカルAIの活用も進め、さらなる価値創出と課題解決に取り組んでいき
ます。

BIPROGY（株） 業務執行役員 
松本 裕志

AI 活用により 
社会課題解決を加速

マネジメントメッセージ

2030年の 
目指す姿

顧客 DXのさらなる取り組み2024-2026

これまで

社会 DXの創出

シミュレーション 
環境 / 評価の 

整備

CG/ 
バーチャル
技術の展開

交通以外の 
事業の 

取り組み

地域交通 
連携

（MaaS）

庫内 
業務の
DX 化

求貨求車 
のDX 

高度化

● �新しい価値の創出
● �カーボンニュートラルの促進
● �交通事故 / 渋滞の減少

● �労働力不足（高齢化）の解決
● �環境問題への取り組み
● �ヒト・モノの移動利便性向上

・モノづくりデジタル化
・�危険運転等抑制の 

事故防止

・�庫内管理デジタル化、
効率化

・�配車業務効率化、 
最適化

・�消費者動向による 
旅行販売

・�鉄道利用者向け 
サービス

お客様との関係性、技術力、完遂力

航空 輸送・物流 倉庫鉄道自動車 旅行

　モビリティ領域は、自動車、航空、鉄道、旅行、輸送・物流、
倉庫など、ヒトやモノを運ぶ移動体に関連するモビリティ産業
のお客様のDXパートナーとして、長年にわたり、業務改善や効
率化を支援してきました。そこで得たモノづくりのための業務
知見や、CG・バーチャルなどの技術力、ミッションクリティカル
なシステム開発・実装力を強みに、人口減少に伴う労働力不
足や環境問題、交通事故などに起因する社会課題をモビリティ
とデジタルの力で解決することを目指しています。

売上実績・目標（億円）

������
���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

V-Drive Technologies（株）の 
事業成長とその保有技術の横断展開
デジタルツインを活用した自動運転技術
の安全性評価手法を整備し、自動車以
外の領域にも応用

● �安全性評価の枠組み確立に
向け、仮想空間におけるア
セット※2の国際標準化を主導

● �ドラレコサービスを刷新し、画
像認識 AIの活用などによる安
全運転支援サービスのさらな
る強化を実施

航空／鉄道事業における 
交通系以外での事業創出
保全業務の効率化による運行の省力化、
移動に新たな価値をもたらす新規事業
の共創

● �東日本旅客鉄道（株）に提供
した復旧支援システムでの生
成 AIの仕組みを、他業務およ
び他鉄道事業者へ展開すべ
く、さらなるサービスの高度
化を推進中

物流／輸送領域における 
労働力不足への取り組み
倉庫内の効率化を起点に、物流ネット
ワーク全体の最適化により、持続可能な
事業の実現

● �（株）再春館製薬所に自律型
協働ロボットを導入し、倉庫
内の自動化や効率化を推進。
フィジカル AI を活用してさら
なる課題解決に取り組む

※2 アセット：仮想空間上で動かす自動車や交通参加者など

1

2

3

モビリティ×デジタルがつながる 
デジタルツイン等の取り組みで、顧客 DX・社会 DX に 

つながる新たな価値提供を実現する

2030年に目指す姿

これまでのお客様のシステム開発を通して培った高い技術力 
（CG ／バーチャル技術等）と豊富な業務知見 
（自動車・航空・鉄道・物流）を基礎にした実行力

強み� （2026年3月末時点）

 �生成 AIが過去事象、マニュアル、設備説明書
を参照し、復旧内容をレコメンド

Pickup
東日本旅客鉄道（株）と協働で導入した生成 AI を用いた
復旧支援システムを拡大中

● �設備故障による輸送障害が発⽣した際に、時系列に障害状況の情
報を取り込むことで、⽣成 AIが類似する過去事例を抽出し、故障原
因や復旧作業のレコメンド⽣成を実施

● �復旧時間の短縮とともに指令員の業務負荷軽減、復旧指⽰品質の
安定化を実現

過去事象
マニュアル等

障害発生

輸送停止
生成 AI

AIレコメンド
「推定原因」

XXXXXXXXXXX
「対応方針案」

XXXXXXXXXXX
「復旧見込時刻」

XXXXXXXXXXX
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コア事業
モビリティ注力領域



　2025年度は、ユニアデックスが得意とするネットワークとセキュリティ領域
の強みを活かし、サプライチェーンリスクに対するOT セキュリティ投資需要を
着実に取り込み、「経営方針（2024-2026）」の最終年度目標（2025年度期初時
点：215億円＋α）を、計画2年目となる2025年度に達成しました。OTパート
ナーとの連携強化により、ビジネス拡大をさらに加速していきます。ユニアデックス（株）執行役員

中村 智弘

OTインフラを核に 
製造業のDX を推進

製造市場全体のビジネス伸長

・設計／製造プロセスでのデジタル化ニーズ
・IT/OT統合とセキュリティなど喫緊の課題

IT OT
IT領域の従来知見 保守・サービス体制 パートナー

　OTインフラ領域では、当社グループのユニアデックス（株）
を中心に特に製造業に注力しています。製造業では、設計・
製造プロセスなどの OT 領域におけるデジタル化ニーズが高
まっています。当社グループは、従来の IT 領域のビジネスで
構築した製造業における強固な顧客基盤と顧客関係性があ
ります。自動車メーカーからは引き合いが非常に強く、OTネッ
トワークやセキュリティ関連の案件が増加しています。さまざ
まな製品・サービスを組み合わせ最適なシステムを実現して
きた実績を活かし、コンサルティングから設計・構築・運用保
守までワンストップで提供し、製造業のデジタル化を推進して
いきます。

最新技術を見据えたインフラ設計

AIやSoftware Defined Factory など最新技術の活用を見据え、 
将来の拡張性まで踏まえたインフラの設計・構築を実現します。

進化し続けるセキュリティリスクへの対策

OT 領域を得意とするコンサル企業と連携し、フロンティアAIをはじめ
とした新たな脅威に対し高いセキュリティ対策を提供します。

マネジメントメッセージ

Pickup OTインフラ領域で大型案件、協業案件を獲得

● �自動車メーカーの国内新工場向けに、ネットワーク・セキュリティ・
設備工事等を含めたトータルインフラソリューションを提供。最新
セキュリティを配備したスマートファクトリーを実現

● �重工業メーカーの国内生産ラインの自動化や高度なセキュリティ対
策等の実現に向け、グローバルリーダーの1社であるOTパートナー
とインフラ設計・構築の協業を実施

売上実績・目標（億円）

������
���

（年度）

���

���� ���� ��������

■ �実績　　■ �目標

戦略 2025年度進捗

OTビジネス領域のビジネス創出～確立
を通じた製造市場のビジネス全体の拡大
OTビジネスの獲得・展開を通じて製造
市場のビジネス全体を拡大

● �サプライチェーンリスクに対
するOTセキュリティ投資需要
を着実に取り込み

● �設備工事を含むトータルソ
リューションで差別化し、規
模拡大を図る

OTビジネス領域でのブランド確立
OT 領域における知名度や信頼度の向上
を通じてブランド確立を目指す

● �知名度、信頼度向上とともに
OT パートナーとの連携も深
化。製造業の新設ライン／工
場向けに高セキュア・高管理
性を備えた OT インフラパッ
ケージの確立により協業案件
創出を加速

オファリングモデル／水平展開
ビジネスモデルの確立
商材ポートフォリオの拡充およびOTパー
トナーとの連携を強化し水平展開可能
なビジネスモデルの確立へ

● �製造業向けマネージドサー
ビ ス へ の 展 開 を 見 据 え、

「GASSAI」の各種サービスを
ベースに顧客アプローチを進
め、最適なビジネスモデルを
検証中

1

2

3

2030年に目指す姿

マネージドサービスプロバイダーとして特に製造業へ注力。
OT※ネットワークとセキュリティのビジネスを足掛かりに、 

IT/OTの両面から製造業のデジタル化を推進する

IT 分野で培った技術・知見を活かし、OT 領域のIT 化を支援します。
OT 領域のパートナーと共に、顧客の現場の高度化を着実に推進します。

OTのIT 化を支援する知見

強み�

大日本印刷
（株）

自動車
製造業

自動車 
以外の 
製造業

※ OT（Operational Technology）：製造業の工場のハードウエアを制御・運用するための技術

現場から経営まで、
必要なデータがつながり、
活用できる環境をつくる

ネットワークもデータも
安全につなぎ、

信頼できる基盤をつくる

安定して動き続け、
変化に対応できる

運用の仕組みをつくる

データがつながる 安全につながる 運用できる
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コア事業
OTインフラ注力領域



　「市場開発」領域は、2026年度売上100億円を目指し、成長市場であるデータ＆AI 利活用やマネー
ジドサービスの拡大に取り組んでいます。データ＆AI 利活用サービスでは「Data＆AI Innovation 
Lab」、マネージドサービスでは新ブランド「GASSAI」を2025年度に立ち上げました。それぞれサー
ビスを拡充しつつ、着実に案件獲得が進捗しています。当社グループがこれまでに培ってきた強みを
活かし、顧客への提供価値を高めていきます。

　「事業開発」領域は、ビジネスエコシステムを通じて単独では実現できない社会課題の解決を目
指すという「Vision2030」の実現と当社グループの成長に向けた重要な役割を担っています。地域
創生やヘルスケア、スマートライフ等の領域では、社会実装フェーズへ進展しています。2030年に当
社グループの新たな収益基盤となる事業として確立するには、事業拡大のスピード向上が課題と認
識しており、事業再編やインオーガニック戦略の推進などの対策を進めています。

BIPROGY（株）業務執行役員 
千葉 真介

BIPROGY（株）業務執行役員 
千葉 真介

ユニアデックス（株）執行役員 
三ツ井 淳一

成長市場で顧客提供価値を高める 社会実装を進め、新たな収益基盤の確立へ

マネジメントメッセージ マネジメントメッセージ

　市場開発では、国内 IT 市場の成長分野において、これまで当社グループが十分に取り組めて
いなかった領域のシェアを獲得・拡大し、新たな収益基盤として確立することを目指しています。
注力テーマである「データ＆AI 利活用」では、「Data & AI Innovation Lab」を起点にDX 支援を
推進しています。「マネージドサービス」はグループ会社のユニアデックス（株）を中心に、「GASSAI」
ブランドのもとサービス体系を拡充しています。AI 活用の拡大により複雑化するICTインフラの
統合運用・高度化を通じて、DXやAI 活用を支える事業基盤の実現に貢献します。

　事業開発では、社会課題を解決する社会 DX 事業の開発／共創／展開の加速を通じて、提供
価値を高め、新たな収益基盤を確立することを目指しています。お客様が社会課題解決に向け
た取り組みを強化する中、当社グループも新たなケイパビリティを獲得し、さらなる顧客価値と
社会的価値の向上を図っていくことが求められています。今後も「志」を共にするお客様・パー
トナーと産業分野を横断したビジネスエコシステムを形成し、社会 DX 事業を共創・展開してい
きます。

��
��

���

���� ���� ����（年度） ����

��

売上実績・目標（億円） 売上実績・目標（億円）

■ �実績　　■ �目標 ■ �実績　　■ �目標

成長シナリオ

注力テーマ 2025年度進捗

データ& 
AI 利活用

● �お客様の事業成長と業務変革を支援する「Data＆AI Innovation 
Lab」では、データ活用コンサルタントとAI技術者が連携し、ビジ
ネス課題の分析から改善プラン策定、最適な技術選定・検証まで
を一貫して支援。データ・生成 AIを活用したDX 支援案件が拡大

マネージド
サービス

● �「GASSAI Security」「GASSAI Multi/Hybrid Cloud」「GASSAI 
Digital Workplace」「GASSAI Network」の各領域において市場
ニーズに応じたサービスラインアップを強化。案件獲得も着実
に進捗

注力テーマ 2025年度進捗
SX/GX ● �「都市 OS」で神戸市の渋滞解消に向けた取り組みを実施

スマートライフ
● �価値交換基盤「doreca」の「PayPay 給与受取」への対応を

2026年3月から開始

地域創生
● �Mattrz（株）との連携を通じ、中堅・中小企業の業務効率化

と売上拡大を実現するためのDX 化支援事業を推進

ヘルスケア
● �大阪・関西万博のレガシーを事業化し、「カラダ測定サービ

ス」として提供開始

�� ��

���

���� ���� ����（年度） ����

��

成長シナリオ 新たなサービス領域の獲得と成長市場への 
深耕による新たなシェアの獲得／拡大

社会課題を解決する社会 DX 事業の 
開発／共創／展開の加速
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成長事業

市場開発 事業開発



　2025年度は、ASEAN 主要国におけるさらなるM&Aの機会を探索するとともに、既存の海外子会
社のオーガニック成長の推進、各社の強みを掛け合わせることによるシナジーの創出に取り組んで
きました。2026年度売上150億円の目標達成は容易ではないと認識していますが、グローバル事業
が2030年には当社グループの収益基盤の1つとなるよう、引き続き事業の拡大とグローバル人財の
育成の両面で取り組みを加速していきます。

BIPROGY（株）執行役員 
山田 健嗣

2030年に向けて事業の拡大と人財の育成に取り組む

マネジメントメッセージ

　当社グループは、M&A などの戦略的投資を通じてサービス提供エリアや顧客群を拡大してい
ます。国内で培った知見やサービスを活かし、ASEAN 主要国を中心に顧客 DX 事業を推進して
いるほか、各国の顧客やパートナーとビジネスエコシステムを形成することで、社会課題を起点
とした社会 DX 事業の展開にも取り組んでいく予定です。

売上実績・目標（億円）

■ �実績　　■ �目標
注力テーマ 2025年度進捗

ASEAN 主要国で
のビジネス展開と
北米等マーケット
へアプローチ強化

● �ASEAN 地域でERP 事業を展開する子会社のオーガニッ
クグロースに加え、グループ各社間のシナジー創出によ
るさらなる成長に取り組む

● �北米 CVCファンドを通じ注力領域のリテール（AIコマー
ス）やファイナンシャル（ステーブルコイン等）のスタート
アップ3社へ戦略投資を実行。中長期的な事業成長に向
け、先端技術の捕捉とサービス化検討を推進中

��

���

��

���� ���� ����（年度） ����

��

　当社グループは、東南アジア地域におけるERPサービスの提供地域や製品ラインナップを拡大・強
化しており、日本と東南アジアの双方からサポートできる体制を構築しています。日本企業の海外進
出・事業展開や現地企業のDX を支援することで、社会課題を解決するビジネスエコシステムの形成
につなげ、デジタルコモンズを社会実装するグローバル企業としてのポジションを確立していきます。

北米マーケットCVCファンド
　現地スタートアップへの戦略投資により、有望なパートナーの発掘と協業機会の創出を推進します。
日本市場への適用可能性の検証や具体的な連携テーマの検討を進めています。PoCやサービス化を
通じて事業化を図り、中長期的な成長につなげていく方針です。

ASEAN 主要国におけるICT/DXビジネスの展開

北米マーケットへのアプローチ

ASEAN 地域の事業ネットワーク

CAD/CAM
・�製造業向けCAD システムの海外販社展開とサポート・�製造業向けCAD システムの海外販社展開とサポート

ITインフラ＆サポート
・�海外進出する日系企業を中心に、ITインフラ導入 /・�海外進出する日系企業を中心に、ITインフラ導入 /

構築やサポートサービスを提供構築やサポートサービスを提供

ソフトウェア開発他
・�BIPROGYグループのオフショア開発センター・�BIPROGYグループのオフショア開発センター
・�顧客現地法人向けBPO/ITOサービスを提供・�顧客現地法人向けBPO/ITOサービスを提供

SAPコンサル/ 導入 /サポート
・�日系企業や現地企業へのERPやSCM 導入・�日系企業や現地企業へのERPやSCM 導入
・�上流～サポートのトータルサービスを提供・�上流～サポートのトータルサービスを提供

ERPコンサル/ 導入 /サポート
・�中小企業へのERP（SAP Business One, Microsoft ・�中小企業へのERP（SAP Business One, Microsoft 

Dynamics 365 Business Central, Oracle Dynamics 365 Business Central, Oracle 
NetSuite ERP, Sage 300）の導入・サポートNetSuite ERP, Sage 300）の導入・サポート

SAPコンサル/ 導入 /サポート
・�SAP 製品の上流～サポートのトータルサー・�SAP 製品の上流～サポートのトータルサー

ビスを提供ビスを提供
・�導入後のAMS、サポート/ 改善など・�導入後のAMS、サポート/ 改善など

SAPコンサル/ 導入 /サポート
・�現地の中堅～大企業や、日本企業の東南アジア・�現地の中堅～大企業や、日本企業の東南アジア

拠点へのERPやCRM 導入拠点へのERPやCRM 導入
・�上流～サポートのトータルサービスを提供・�上流～サポートのトータルサービスを提供

（2026年3月末時点）

成長シナリオ ASEAN 主要国におけるビジネスの展開と 
北米等マーケットへの参入を見据えた 
アプローチの強化

※ BIPROGYグループ外のパートナー企業も含む
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グローバル

成長事業



ユニアデックスの

5つの
事業領域

マネージドサービス「GASSAI」の展開
「GASSAI」は、「システムに何が起こるか」を知り尽くしたBIPROGYグループのノウハウが“一

切合切” 詰まったマネージドサービスです。クラウド、ネットワーク、セキュリティ、デジタル
ワークプレースなど多様な領域を横断的にカバーし、従来の“守りの運用”にとどまらず、AI
やデータを活用した継続的な改善提案で“攻めの運用”を実現します。

サーバー／ネットワーク／ 
ストレージの提供

AI が急速に浸透する世界では、ICT
インフラの重要性は日々高まってい
ます。長年培った技術力により「つ
くり、守り、最適化する」ことで、AI
時代にふさわしい次世代 ICTインフ
ラを提供します。

OTインフラ対応
OTインフラ領域のセキュリティ強化
は、事業継続のために避けて通れな
い課題となっています。ITとOT 双方
の領域で長年培った技術と知見を活
かし、「多層防御」の考え方に基づい
て、事業への影響を最小限に抑える
セキュリティ対策を支援します。

コミュニケーション環境構築
豊富なテレワーク関連サービスの取
り扱いと導入実績を活かし、お客様
に最適なコミュニケーション環境を
提供します。ICT インフラトータル
サービス企業として、構築から利活
用までワンストップで対応し、場所
にとらわれず安心して協働できる働
き方を支えます。

マルチハイブリッドクラウドの 
駆使

クラウド活用が進むなか、オンプレ
ミス環境を含めた ICTインフラの最
適化が課題となっています。オンプ
レミスで培った技術力を活かし、さ
まざまなクラウドサービスを組み合
わせ、検討支援から設計・構築、移
行、保守・運用まで担うことで、クラ
ウドの価値を最大限に引き出します。

BIPROGYグループは、グループ会社やパートナー企業が持つ強みや知見を掛け合わせ、一社では実現できない価値の創出に取り組んでいます。
ユニアデックス（株）やカタリナマーケティングジャパン（株）とのグループシナジー、大日本印刷（株）との共同事業、オープンイノベーションの推進を通じた社会課題の解決と 
持続的な価値創造に向けた取り組みをご紹介します。

　ユニアデックスは、複雑化するICTインフラ環境全体に対し
て、統合的な運用とAI 活用による新たなインサイトを提供す
るマネージドサービスなど、お客様のニーズに応じて幅広い
サービスを提供しています。「経営方針（2024-2026）」におい
て成 長 事 業と位 置づけるマネージドサービス分 野では、
BIPROGY のサポートサービスやセキュリティの機能をユニア
デックスに集約し、専門性の強化を進めています。

ユニアデックスの事業目的と技術・サービス領域

マルチクラウドとオンプレミスの混在環境に対応

クラウド ネットワーク セキュリティ ITインフラ デジタル
ワークプレース

OTインフラ AI

商材サポートサービスインテグレーションマネージドサービス

ソリューション

提供プロセス：コンサルティング、設計、構築・導入、運用、保守

お客様の持続的優位性を実現

サービスキャリア医療官公庁自治体文教流通／ 
小売金融製造

ユニアデックス（株）
次世代ネットワーク、DX、マネージドサービスなどに強みを持ち、BIPROGYグループのICTインフラトータルサービスを提供しています。

（設立：1997年3月）BIPROGY
グループ

　ユニアデックスは、お客様のICT 基盤を支えるインフラサービス企業として培って
きた知見と技術力を強みとして、さらなる成長に取り組んでおり、BIPROGYグループ
の重点施策であるマネージドサービスの拡大に向け、「GASSAI」の技術開発と提供
体制の強化を進めています。2027年には設立30周年という節目を迎えますが、これ
まで積み重ねてきた技術や信頼を礎に、社会やお客様の変化を先取りしながら、新
たな価値の創造に挑戦し続けます。今後も、多様なパートナーとの連携を通じて、
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

ユニアデックス（株）
代表取締役社長 
田中 建

インフラサービスで培った強みを、
新たな価値創造へ

マネジメントメッセージ
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企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー



カタリナマーケティングジャパン（株）
全国約13,000店舗、1.5億 ID 規模のリテールメディアネットワーク「AOUMI」を展開し、リテールとメーカーをつなぐマーケティング支援プラットフォームを提供しています。

（2026年1月子会社化）

　カタリナマーケティングジャパンは、メーカーに代わり、リ
テールの購買データ等に基づいた最適なマーケティング施策
を実行する事業を行っています。カタリナマーケティングジャ
パンが展開するリテールメディア「AOUMI」は、食品スーパー、
総合スーパーに加えドラッグストアやホームセンターなどに拡
大しています。
　当社グループの注力領域のリテール領域における「Purpose」
として、「持続可能な生活者起点の未来型リテールをテクノロ
ジーの力で実現します。」を掲げています。「持続可能なリテー
ル」の実現に向けては、消費や労働人口の減少といった課題
に対応するため、テクノロジーを駆使しリテールの持続可能
な経営への転換を支援しています。また「生活者起点のリテー
ル」の実現に向けて、生活者や地域のニーズをデータで的確
に捉え、小売だけではなく卸やメーカーとも連携し、品揃えや
サービスの充実を支える仕組みの構築を推進しています。

　「AOUMI」は、カタリナマーケティングジャパンが運営するリテールメ
ディアネットワークです。
　全国130以上のリテーラーと連携し、1.5億超の消費者 IDと年間売上 
14兆円規模の購買データを活用し、統計化した実購買データの分析・施
策展開を推進しています。オフサイト・オンサイト・インストアを横断した
統合型マーケティングの実現を通じて、高い販促効果の創出に貢献して
います。

全国約13,000店舗・年間14兆円規模の購買データを
お預かりし、生活者・小売・メーカーを横断的につな
ぐ国内最大級のマーケティング支援プラットフォーム

基幹系システムからAI 需要予測、電子棚札などの
店舗 DX、アプリマーケティングまで、小売に分散す
るデータを集約・活用する多彩なソリューション群

小売・流通の現場が、需要
減少や労働力不足、生活
者ニーズの多様化、食品 
ロスなどの課題に直面

生活者や地域のニーズや
需要を起点とした、

流通デマンドチェーンの 
確立とDXによる解決

社会課題

GOAL

BIPROGY
グループ

BIPROGYグループの知見を活かした「AOUMI」の成長加速
　「AOUMI」の成長に向けた事業基盤を強化すべく、当社が
長年にわたり小売業向けシステムを提供して培った ITインフ
ラ技術、サービス開発力、AI 技術、業務ノウハウを投入しま

す。その上で、全国スケールの購買データと先進的なデジタル
技術を掛け合わせることで、「AOUMI」のサービス拡充と利用
企業のさらなる増加を図り、国内リテールメディア市場の成長
を牽引します。

「AOUMI」の成長に向けた事業
基盤を強化するため、BIPROGY
が小売・流通向けビジネスで
培ったIT・AI 技術、サービス開
発力、業務ノウハウを投入

「AOUMI」とBIPROGY の生活
者とのコミュニケーションを高
度化する小売向けマーケティン
グソリューション群を連携させ、

「AOUMI」プラットフォーム全体
の価値を向上

「AOUMI」とBIPROGYの店舗DX
ソリューションなどを連携させ
ることで、生活者のニーズや地
域の需要を商品計画やマーケ
ティング計画・店舗運営に反映
できるデマンドチェーンを構築

人口増加・消費拡大が続くアジ
アにおいて、日本で培った生活
者データ活用型マーケティング
の知見を基に、現地パートナー
と連携した事業展開を推進

カタリナマーケティング 
ジャパンの成長戦略
「AOUMI」の加速

「AOUMI」の提供価値拡大 「AOUMI」の進化  アジアを中心とした
グローバル展開

日本国内では、主要消費財の90% 以上が実店舗で購入されており、
その約55%超を「AOUMI」で捕捉

　カタリナマーケティングジャパンは、日本最大級のリテールメディアネットワーク
「AOUMI」を通じて、生活者一人ひとりに最適な購買体験を提供するとともに、企業

のマーケティング高度化を支援しています。BIPROGY グループへの参画により、需
要創出を担うカタリナマーケティングジャパンの強みと、流通・小売領域の基幹シス
テムやデジタル基盤を支えるBIPROGYの強みを融合し、新たな価値創造に挑戦して
います。今後は AIの活用やサービス開発を加速し、生活者起点の次世代リテールの
実現と、国内外に向けた新たな成長機会の創出を目指していく考えです。

カタリナマーケティングジャパン（株）
代表取締役社長
Sean Chu（ショーン・チュウ）

BIPROGYとの連携でリテールメディア事業の
成長を加速

マネジメントメッセージ

「AOUMI」とは「AOUMI」とは
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DNPの役割 BIPROGYの役割
自社製品のカーボンフットプリントの
算定・検証で培った知見を活かし、取
り組みの具体化から企業のGHG 排出
量の可視化や削減施策の検討、社内
外へのコミュニケーションまでを支援
します。

非化石証書認定事務局で培った専門
知見と自社開発のサービスを活かし、
太陽光発電の予測や環境価値管理の
効率化を通じて、お客様のカーボン
ニュートラル実現を支援します。

　大日本印刷（株）（DNP）とBIPROGY は、両社のビジョンの
実現に資するテーマを中心に新規事業を創出し、当社のデジ
タルテクノロジーとDNPのコミュニケーションテクノロジーを
融合することで、新たな価値の創造を目指しています。
　現在、両社は XR（拡張現実）やメタバース、AI、量子コン
ピューティングの先端技術の領域に取り組むほか、電子図書
館サービスなどのICTプラットフォーム事業をはじめ、さまざ
まなサービスを共同で提供しています。

協業事例  DNPとの協業によるカーボンニュートラル推進支援

　BIPROGY は DNPと、「環境価値活用 CN（カーボンニュート
ラル）支援サービス」を2026年6月より提供しています。本サー
ビスにより、環境省が提唱するカーボンニュートラル実現に向
けた5つのステップに沿って、企業の取り組みを包括的に支援
します。
　企業のカーボンニュートラル対応は、GHG 排出量の把握に
加え、省エネの推進、使用電力の非化石化、非化石証書の管
理、情報開示まで広がっています。排出量取引制度の本格運
用やSSBJ 基準に基づく有価証券報告書への気候変動対策の
記載義務など、企業に求められる環境対応は複雑化していま
す。特に、複数拠点を有する企業では、電力管理や環境価値
管理に関する業務負荷が大きくなりがちです。BIPROGYの太
陽光発電量・余剰量予測サービスや、非化石証書の管理業務
をデジタル化する環境価値管理サービス「Re:lvis」と、DNP
の診断・算定・開示支援を組み合わせることで、企業の省エ
ネ推進や使用電力の非化石化を支援していきます。

協業テーマの全体像

環境価値活用 CN 支援サービス概要

DX 推進

新規事業創出

ドキュメント
構造化 AI

AIエージェント

医療連携

eラーニング

BPO

ライブコマース

交通・
モビリティ

働く・
暮らし

デジタル・
セキュリティ

グリーン
エネルギー

医療・
教育

量子
アニーリング

電子図書館

SX/GX

Maas

セキュリティ
コンサル

サステナ
ビリティ

大日本印刷（株）
販売連携、新市場開拓、サービス事業基盤拡大が進展しています。引き続き新規事業の立ち上げのほか、両社グループのお客様のDX 支援、 
当社グループが持つ品質管理プロセスやIT 人財育成プログラムなどのノウハウを大日本印刷グループに提供し、両社のシナジー効果を高めていきます。

（業務資本提携：2012年8月）
業務提携

パートナー

　BIPROGY は2012年の大日本印刷との業務資本提携以来、双方の強みを掛け合
わせながら新たな価値創出に取り組んできました。電子図書館サービス、XR・メタ
バース、量子アニーリングなど、社会やお客様の変化を見据えた新規事業の創出を
進めるとともに、DX 推進やアセット連携を通じて幅広い領域で協業を展開していま
す。14年にわたる共創の積み重ねは、当社の事業成長を支える重要な基盤となって
います。今後も、両社の多様な知見やアセットを結集し、社会課題の解決と持続的
な価値創出に挑戦していきます。

BIPROGY（株）
常務執行役員 CMO
永島 直史

強みを掛け合わせた共創を通じて
持続的な価値創出に挑戦

マネジメントメッセージ

排出量の認識・計測

排出削減の 
取り組み

埋め合わせ、排出量取引

SSBJ 開示基準、 
社内外への開示

デジタルコモンズデジタルコモンズ
Vision2030

初期設計

減
ら
し
て

情
報
提
供

知って準備

オフセット

環境価値活用 
CN 支援サービス
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投資

人財・政策
連携

共創
※2 �スタートアップフレンドリースコアリング：一般社団法人日本経済団体連合会（経団連）

が2022年度に開始した制度で、企業のスタートアップとの連携姿勢を「リソース提供」「事
業・人材の取り込み」「事業・人材の輩出」の3視点から1,000点満点で定量評価する。

※1 �VCM（Venture Client Model）：スタートアップの製品・サービスを事業会社が初期顧客
として評価・導入する仕組み。外部の革新を取り入れ、事業成長や新規事業創出につ
なげる。

主要な取り組み
　CVCやM&Aをはじめとするインオーガニック戦略に加えて、
外部エコシステムとの共創、人財・政策連携を組み合わせる
ことで、短期的な事業効果と中長期の新規価値創出の両立を
図っています。社会や市場の変化に柔軟に対応しながら、持
続的な成長と企業価値の向上を目指します。

CVC を通じた新たな価値創出の加速
■ 国内外 CVC を通じた先端技術・成長領域の開拓
　当社グループは、国内外のCVC 活動を通じて、将来の事業
成長につながるスタートアップや先端技術との接点を拡大し
ています。海外では、2025年2月に米国のVCであるTranslink 
Capitalとともに総額8,000万ドル規模の北米 CVCファンドを
設立しました。国内では2025年12月にキャナルベンチャーズ

（株）の第3号ファンドとして総額50億円の新たなファンドを組
成しています。
　AI をはじめ、ステーブルコイン、エージェンティックコマー
ス、フィジカルAI など、次世代の成長領域を担うスタートアッ
プへの投資を通じて先端技術・市場動向・規制環境を早期に
把握するとともに、国内・海外双方のネットワークを一体で活
用することで、将来の事業機会創出やパートナー候補の探索
につなげています。

■ 共創コミュニティによるエコシステムの強化
　当社グループでは、スタートアップ・VC・CVC・事業会社が
参加する共創型コミュニティの形成を通じて、国内外のイノ
ベーションネットワークの拡大およびスタートアップ・エコシ
ステムの強化にも取り組んでいます。各社が持つ知見や課題
を共有し、新たな協業機会の創出やオープンイノベーション
の活性化を図ることで、事業戦略の実現と持続的な企業価値
向上を目指します。

エコシステムによる価値創出
■ �当社 CEOの経団連スタートアップ委員長就任
　2026年6月、当社のCEOである齊藤  昇が経団連のスター
トアップ委員長に就任しました。同委員会は、大企業とスター
トアップの連携強化や政策提言を通じて社会課題の解決に資
するイノベーションを促進する目的で2019年に設置され、齊
藤は発足当初から企画部会長として活動してきました。当社
グループは、産業の枠を超えた共創の加速を通じて社会課題
解決と日本経済の活性化に貢献していきます。

■ �経団連「第4回スタートアップフレンドリースコアリング」に
て第3回に続き好スコアを獲得

　当社は、経団連主催の「第4回スタートアップフレンドリー
スコアリング※2」において、回答企業112社中、第4位にランク
インしました。スタートアップとの協業姿勢を定量評価する本
審査で、特に製品・サービスの調達や資金提供、M&A による
事業取り込み、人材輩出などが高く評価されました。 

CVC
2017年度にキャナルベンチャーズ（株）を通じ
た国内スタートアップ投資を開始。2025年度
からは北米 CVCファンドを通じ、北米スタート
アップへの投資を拡大。

LP（リミテッド・
パートナー） 

出資

国内外 VCファンドへの出資を通じ、マーケット
動向や先端技術トレンドを機動的に把握。

M&A
ASEAN におけるビジネスの足場を強化・拡大
するためのM&Aや、コア事業・成長事業を加
速するためのM&A ／資本業務提携を推進。

人財育成 VC・大学等への出向や実務連携を通じ、将来
の事業創出を担うイノベーション人財を育成。

政策連携
経団連スタートアップ委員会等を通じ、大企
業×スタートアップのマッチングや政策提言に
参画。

コミュニティ
運営

事業会社・VC・CVC・スタートアップが参画す
る「CVC 共創コミュニティ」の形成。領域別／
技術特化型のコミュニティや、オープンイノベー
ション文化醸成のための社内イベント「Morning 
Challenge!」を運営。

外部連携
アクセラレーターや大学等が運営するイベン
ト／プログラムへ参画し、協業機会と人材ネッ
トワークを拡充。

VCM※1 スタートアップの製品・技術を顧客として採用
することで、PoC 〜商用化を迅速化。

BIPROGYグループの投資実績
● �国内外／多領域へのファンド投資：34ファンド（2026年3月末時点）
● スタートアップ等への出資：8 社（2025年度）

主な投資実績（提供するソリューションの領域）
（株）ailead（商談 AI 解析）、Bastion Platforms, Inc.（規制対応型ステーブ

ルコインインフラ）、EAGLYS（株）（先進・AIセキュリティ）、FHE Labs Ltd. 
（dba Fhenix） （FHEによる秘匿計算ブロックチェーン）、（株）Shizen Connect
（VPPプラットフォーム）等

オープンイノベーションによる価値創出
当社グループは「Vision2030」の実現に向け、デジタル技術とビジネスエコシステムを活用したオープンイノベーションを推進しています。国内外の多様なパートナーとの連携を通じて、 
CVC（コーポレート• ベンチャー •キャピタル）投資、M&A ／資本業務提携、コミュニティ形成などの多面的なアプローチにより新たな価値を創出していきます。
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人財は BIPROGY グループにおける最も重要な資産（アセット）であり、当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値向上の原動力です。多様な価値観とバックグラウンド
を持つ社員一人ひとりが志を持ち、当社グループの「Purpose」と共鳴し、個々の能力を最大限に発揮できる環境づくりに努めるとともに、DE&I を推進し、イノベーションを継
続的に創出できる人財・風土づくりに取り組むことで、社会的価値を創出する企業グループへの変革を着実に進めています。

取締役執行役員 CHRO

澤上 多恵子

　価値創造と組織成果の最大化を目指し、社員一人ひとり
の志を起点とした人財戦略も3カ年目に入りました。
　2025年度は人財を経営戦略の重要テーマとして位置づ
け、エンゲージメント向上や人的資本開示の充実等を図る
一方、事業戦略に連動した人財ポートフォリオづくりも検討
を加速させました。
　具体的には、コア事業と成長事業を牽引する人財強化に
向け、特に「注力領域」における人財のAs-Is/To-Beについ

マテリアリティ 新たな未来を創る人財の創出・強化とダイバーシティ&インクルージョンの進化

「Purpose」の実現を支える人と組織 
― 「人財 Vision2030」と人財戦略の体系 ―

　当社グループでは、「Purpose」「Vision2030」の実現に向
け、人と組織のあり方を示す「人財 Vision2030」を策定し、そ
の達成に向けた3カ年の人財戦略を経営戦略と一体で推進し
ています。本戦略は、「Vision2030」および「経営方針（2024–
2026）」と連動する4つの重点戦略を軸に構成されています。
個人と組織の目指す姿を明確化し、自律的な挑戦と協働を通
じて、価値創出力の向上と持続的成長の実現を目指します。

BIPROGYグループにおける人的資本経営の考え方、人財戦略の詳細は
人財戦略レポートをご覧ください。
https://www.biprogy.com/sustainability/report.html

志を追求する 
ワクワク個人

一人ひとりが志を追求し、
変化を楽しみ恐れずにチャ
レンジすることで個人の価
値を高め、会社と共に成長
する関係を築きます。

多様な個がPurpose を 
軸に共創するワイワイ組織

異なる属性、考えや経験を
持つ個人が、お互いにリス
ペクトし合い、Purpose を
原動力に協働し、想像を超
える価値を生み出します。

持続的成長
の基盤となる
人財づくり

事業戦略を
リードする 
人財の強化

DE&I推進 働きがい 
向上

1 2 3 4経営方針（2024−2026）
人財戦略

Vision2030
Materiality

人財 Vision2030

人財Vision2030

人財戦略（2024−2026）

Purpose

「志」×「Purpose」で価値を創出する
私たちのストーリー

て議論・整理を重ねてきました。ROLESを用いた人財の可
視化や「ココツイ異動（手挙げ制による部署異動）」施策の
展開等、一定の成果は得られたものの、急速に変化する事
業環境にフィットした人財の育成や採用の難易度が高まっ
ており、継続して事業部門と議論を重ねつつ、スピード感を
もって人的資本経営を加速する環境を整えていくことが目
下の課題であると認識しています。
　2026年度は BIPROGYグループ「人財戦略（2024-2026）」
の総仕上げのフェーズであり、計画達成に向けた取り組み
を着実に推進するとともに、次期経営方針を見据え、人財
戦略のさらなる進化・強化に向けた検討を進めています。
労働生産人口の減少、AI 技術の急速な進展等、事業を取り
巻く環境は急速に変化しています。顧客に寄り添い、業務
理解とIT 技術で顧客の課題を解決し、社会を豊かにしてき
た当社グループの強みは大事に育みながら、顧客をはじめ
とするさまざまなステークホルダーと共に新しい価値を共
創できる企業に進化するために、人的資本の観点で環境整
備を進め、実効性のある施策を展開することが、次の人財
戦略における大きなテーマになると考えています。
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人的資本戦略

https://www.biprogy.com/sustainability/report.html


人財戦略
KGI

進捗

重点戦略

志を追求するワクワク個人

持続的成長
の基盤となる
人財づくり

DE&I推進
事業戦略を
リードする 
人財の強化

働きがい 
向上

多様な個がPurpose を軸に 
共創するワイワイ組織

エンゲージメントスコア61%（2026年度）

事業ポートフォリオに応じた戦略的人財採用

ROLES をベースとした人的資本マネジメントの実現

マテリアリティKPI（人的資本関連）＋人財戦略 KPI

志追求型人財
（ココツイ人財）

次世代経営人財

意思決定層に 
おける 

ジェンダー 
ダイバーシティ

キャリア入社者の
活躍

理念・戦略の 
浸透

シニア人財の 
活躍

顧客ビジネス 
アーキテクト

高度プロジェクト 
マネージャー

ビジネス 
プロデュース人財

グローバル人財

1 2 3 4

人財 
Vision 
2030

戦略の 
キー 

ドライバー

BIPROGYグループの人財戦略

　人財戦略は、4つの重点戦略のキードライバーとなる各 
種施策の推進を通じて、エンゲージメントの向上と「人財
Vision2030」の実現を目指しています。
　テクノロジーの力で社会的価値を創出する企業グループで
あり続けるために、多様な個人が持つ人的資本を高め、それ
らを掛け合わせて当社グループの力を最大化していきます。

戦略の実行力を高めるためのエンゲージメント向上
　2013年よりエンゲージメントスコアの継続的な測定と改善
を通じて組織力の強化を図ってきました。その結果、従業員
の主体性や組織の一体感は着実に高まっている一方、事業環
境の変化や事業ポートフォリオの進化に伴い、戦略実行力や
イノベーション創出力をさらに高めていくことが重要な課題で
あると認識しています。こうした課題認識のもと、当社グルー
プではエンゲージメントを、社員一人ひとりが自らの志を起点
に主体的に挑戦し、多様な人財と協働しながら価値を創出す
るための中核的なドライバーと位置づけています。
　そのため、人財戦略の進展を測るKGIとしてエンゲージメ
ントスコアを設定し、重点戦略ごとのKPIと連動させながら、
採用・育成・配置・風土改革・健康経営などの施策を統合的
に推進しています。人的資本 KPI は、経営方針に紐づく人財
戦略の推進状況を測る人財戦略 KPIと、サステナビリティ実現
につながるマテリアリティKPI の二層で構成されており、これ
らを連動させることでKGIであるエンゲージメント向上と戦略
実行力の強化につなげていきます。
　2026年度の目標であるエンゲージメントスコア61％は、社
員一人ひとりが自らの志に基づき主体的に挑戦・協働し、そ
の行動が組織全体に広がることで、戦略実行力の向上とイノ
ベーション創出が持続的に生まれている状態を示す水準とし
て設定しています。目標値である61％は、これまでの改善実
績を踏まえつつ、重点戦略を着実に推進することで到達を目
指す挑戦的な水準です。
　その実現に向けては、志追求型人財・次世代経営人財の育
成、事業戦略をリードする人財の強化、DE&Iの推進、働きが
い向上などの重点戦略を推進するとともに、ROLESを活用し

た人的資本マネジメントやキャリア形成支援を進めています。
今後も、挑戦機会の創出や組織横断での協働促進を通じてエ
ンゲージメント向上を図り、人財の成長と事業成果が相互に
高め合う好循環を生み出すことで、中長期的な企業価値向上
につなげていきます。

2024年度 2025年度※2 2026年度目標

52% 56％ 61％
※1 �エンゲージメントスコア：「達成感」「貢献意欲」「職場推奨意向」に関する設問の肯定

的回答率の平均値
※2 2025年度エンゲージメントサーベイへの回答人数（回答率）：8,027人（97％）

BIPROGYグループのエンゲージメントスコア※1

2020年に入社後、ヘルスケア分野の新規事業創出に従事して
います。大阪・関西万博へのパビリオン出展や現物協賛など、
業界初の取り組みを推進してきました。当初は意見が受け入
れられない悔しさを経験しながらも、付加価値ある提案を重ね
信頼を獲得。関係者との合意形成を通じて価値を具体化し、
提案が実現した際に大きなやりがいを感じています。今後は「1
を10にする力」を強みに、事業創出を牽引するマネジメントへ
の挑戦を目指します。

BIPROGY（株）
事業開発本部
馬場 柚里

合意形成できたときが一番嬉しい
BIPROGY Group People
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人的資本計画の活用
● �中長期の事業計画の実現に向けて、 

必要となるROLESをキャリア採用によっ
て拡充

● �中長期の事業計画の実現に向けて、 
必要となるROLES を育成により強化

● �中長期の事業計画の実現に向けて、 
必要となるROLES を社内異動によって
拡充

人財強化に向けた人的資本投資
　重点戦略を着実に実行するため、採用・育成・風土改革（働
きがい向上）・健康経営を軸に投資を強化しています。具体
的には、強化人財の獲得・育成に加え、DE&Iの推進やファシ
リティ変革などを通じて、社員一人ひとりが能力を最大限発
揮できる環境整備を進めています。これらの取り組みを通じ
て、組織の活性化とエンゲージメント向上を実現し、人財戦
略の実効性を高めています。2025年度は特に人財戦略に関
する社員の理解、浸透活動の強化・拡大や、「志」を起点とし
たキャリア自律に関する各種取り組みを実施しました。

経営戦略に基づく人的資本計画 
― ROLES をベースとした人的資本マネジメントの実現 ―

　経営方針の実現に向けて、事業戦略と連動した人的資本計
画を推進しています。各事業の成長を支えるために求められ
る人財像を具体化するとともに、必要な能力・専門性や人員
規模を明確にし、採用・育成・配置などを通じて人的資本の強
化に取り組んでいます。その中核となるのが「ROLES」の概念
です。ROLESでは、社員一人ひとりが複数のROLESを組み合
わせながら価値を発揮することを前提に、各 ROLESに求めら
れる役割やスキルを定義し、戦略に必要な人財像を具体化し
ています。さらに、各組織における人員数およびROLES 数の
As-Is（現状）とTo-Be（計画）を人財ポートフォリオとして可視
化し、採用・育成・配置を含む一体的な人財施策の立案につ
なげています。こうした取り組みにより、変化する事業環境の

中でも持続的に価値創造を実現できる体制を構築しています。

戦略的人財採用

　外部環境の変化や人財ポートフォリオを踏まえ、重点的に
獲得する人財を明確化しています。「人財 Vision2030」に掲
げる「志を追求するワクワク個人」に共鳴する人財を重視し、
コア事業の競争力を支える人財に加え、成長事業を牽引する
新たな価値観や経験をもたらす人財の獲得を推進しています。
また、組織の中核となるミドル層や地域に根差した人財など、
多様な人財の参画を通じて組織の多様性を高め、価値創出
力の向上を図っています。採用・活躍支援・人財還流の好循
環を通じて、多様で強靭な人財ポートフォリオの構築を目指し
ています。

人的資本投資の拡大

強化人財の獲得・育成をはじめ、
3年間で+30～40億円規模の積極投資を予定

2025年度の主な施策・取り組み

2021～2023年度実績
うち 

2023年度 
（実績）

採用 4.7億円

累計 
110億円

育成 31億円
風土・ 

働きがい向上 1.7億円

健康経営 3.2億円
合計 40.6億円

2024～2026年度計画
うち 

2024年度
（実績）

うち 
2025年度
（実績）

4.8億円 5.6億円

累計 
140～150 

億円

31.3億円 42.6億円

4.7億円 0.5億円

3.9億円 3.8億円
44.7億円 52.4億円

● �会社・組織 Purpose について組織内で対話する 
「Purposeダイアローグ」のさらなる拡大
● 50代社員を対象としたセカンドキャリア研修開催

● �精密検査費用補助保険の導入、定期健康診断の充実 
および女性健康支援施策の推進

● リファラル採用・カムバック採用の導入
● 地方大学・高専との新規関係構築・強化

● 自律型スキルアップ研修（ジリケン）の導入
● �事業戦略をリードする4つの人財タイプ別研修コンテンツの 

拡充

採用

育成

風土・
働きがい向上

健康経営
※ 掲載しているROLES は例示であり、強化人財に紐づくすべてのROLES を記載しているものではありません。

人的資本計画のイメージ※

事業 強化人財 ROLES As-Is（現状） To-Be（計画）

コア 
事業

顧客ビジネス 
アーキテクト

セールス戦略立案 異動 定年

企画構想マネージャー 採用 退職

高度プロジェクト
マネージャー

実行プロジェクト 
マネージャー 採用

プロダクト・サービス 
プロジェクトマネージャー

採用

育成

成長 
事業

ビジネス 
プロデュース人財

事業創出ストラテジスト
採用

異動

事業創出プランナー
採用

育成

グローバル人財 海外事業創出 
エキスパート

採用

異動

現有人員

採用 育成 異動

減員
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価値創出を加速する４つの重点戦略

持続的成長の基盤となる人財づくり 重点戦略 1

　「Purpose」の実現と持続的成長に向け、「志追求型人財（コ
コツイ人財）」と「次世代経営人財」の育成を人財戦略の柱と
しています。社員の主体性と変革力を引き出し、組織の活力
を高めるための重要な人財タイプです。

志追求型人財（ココツイ人財）
　志追求型人財（ココツイ人財）とは、自身の志とグループの

「Purpose」の重なりを見出し、主体的に成長機会を捉えキャ
リアを切り拓く人財です。志の言語化や対話、志を軸とした中
長期キャリア目標の設定などを通じてその実現を支援してい
ます。2025年度に開催した志言語化ワークショップ「ココカ
フェ」には、グループで2,300人以上が参加し、満足度89％、
納得感のある志を言語化できた参加者の割合は79％となりま
した。これらの取り組みによりキャリア・ウェルビーイングを
高め、個人の成長を組織の活力へとつなげていきます。

次世代経営人財
　「Vision2030」の実現に向け、多様な経営チームと後継者
人財プールの形成を重要課題としています。サクセッション・
プランの強化に向け、最高経営責任者に求められる資質を基
盤に育成重点領域を設定するとともに、2024年度より2階層
での選抜型育成プログラムを開始しました。また、2025年度
より180度フィードバックや任意参加のマネジメントセミナー
などを通じて、マネジメント層全体の育成基盤強化にも取り
組んでいます。これらを通じて次世代経営人財の強化を図り、
企業の持続的な変革力を支える体制を構築していきます。

  P.65　サクセッション・プラン

事業戦略をリードする人財の強化 重点戦略 2

　事業戦略と人財戦略との連動性は下図のように整理してお
り、この枠組みを軸に人財施策を設計しています。コア事業
領域では「顧客ビジネスアーキテクト」と「高度プロジェクト
マネージャー」を、成長事業領域では「ビジネスプロデュース
人財」と「グローバル人財」を、強化する人財タイプとして設
定しました。ROLES を軸とする人的資本マネジメントのため
の基盤を最大限に活用して、各種施策を推進しています。

自身の志を追求するサイクル

志に沿って実際に
活動してみる

志が見つかったら
言葉で表してみる

活動結果を踏まえ
自身の志を振り返る

主体的なキャリアの構築

志の追求 志の探求

志の言語化社外での 
志の追求

2015年の入社以来、ネットワークやセキュリティ、仮想化基盤
など多様な技術領域で経験を積み、エンジニアとしての専門
性を磨いてきました。2017年には大手自動車メーカー向け約
1万人規模のシステム構築においてプロジェクトマネージャー
や進捗管理を担いながら実践を通じてマネジメント力を高めま
した。現在は、大手クルーズ会社の船舶向け基盤構築プロジェ
クトをリードし、通信制約の大きい海上環境で前例のない課題
に挑んでいます。技術知見と対応力で最適解を導き出し、権
限委譲と全体最適の視点を両立させたマネジメントを実践し
ています。技術力・コミュニケーション力・柔軟性を大事にし
ながら、事業戦略の実行を牽引するとともに、次世代人財の育
成にも取り組んでいます。

ユニアデックス（株）
中部アカウントサービス本部 課長
齋藤 啓介

多様な知と実行力で前例なき挑戦を切り拓く
高度プロジェクトマネージャー

BIPROGY Group People

4つの強化人財

事業戦略
コア事業

強みのある領域の確立と提供価値の向上

コア事業

成長事業
新たな収益基盤の確立

成長事業

➀ �開発プロセス
変革（開発DX）

顧客ビジネスアーキテクト ビジネスプロデュース人財高度プロジェクトマネージャー グローバル人財

➁ �マネージド 
サービスを支え
る技術強化

➂ �顧客DXパートナーに
資する利用技術・適用
技術の高度化

➃ �さまざまな分野に応用 
可能な、AIによる顧客・ 
社会課題解決手段の獲得

➄ �次世代デジタル社会
インフラ実装技術の 
発掘と獲得

➅ �量子コンピューティング 
等の先端技術の発掘と 
獲得

技術戦略

35BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
経営方針（2024-2026） ／ コア事業 ／ 成長事業 ／ 企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー ／ 人的資本戦略 ／ 知的資本戦略 ／ 特集 ／ CFOメッセージ



DE&I 推進 重点戦略 3

　当社グループでは、一人ひとりが「個」の多様性を高め、互
いの個性を尊重し合い、自らの個性や能力を最大限発揮でき
る風土の醸成を目指しています。

意思決定層におけるジェンダーダイバーシティ
　持続的な成長の実現には、多様な価値観や視点を意思決
定に反映することが不可欠であるとの認識のもと、役員・マネ
ジメント層におけるダイバーシティの推進に取り組んでいます。
　マテリアリティに基づき、2026年4月1日時点で女性管理職
比率（当社グループ）18％以上をKPIとして設定するとともに、
当社単体では女性活躍推進法に基づき、2029年度までに女
性役員比率26％の達成を目標としています。目標達成に向け
て、女性管理職の計画的な育成と人財パイプライン形成を進
めるとともに、当社およびグループ各社の登用計画に基づき、
サステナビリティ委員会および取締役会において進捗を継続
的にモニタリングしています。あわせて、女性社員の主体的
なキャリア形成と管理職意識の醸成に向け、階層別の育成プ
ログラムを展開し、意識改革・能力開発の両面から支援して
います。
　これらの結果、2026年4月1日時点の女性管理職比率（当
社グループ）は12.6％、女性役員比率（当社単体）は18.4％と
なりました。女性管理職比率は、管理職候補のパイプライン
形成が十分ではなかったことが要因となり、KPI 未達となった
ものの、2021年度の目標設定以降、着実な改善が見られてい
ます。2026年度は、さらなるジェンダーダイバーシティの推進
に向け、女性管理職比率に関する数値目標の見直しおよび戦
略策定の期間と位置づけ、重点課題の再整理と必要な構造
改革を伴う取り組みの検討を進めます。また、2027年度以降
の数値目標を設けて、公表する予定です。

男性育児休業取得促進
　男性社員の育児休業取得において、育児への主体的な参画
を通じて働き方や価値観を見つめ直し、新たな視点や経験の
獲得につなげることを本質的な意義と捉えています。こうした
認識のもと、2024年度より2種類のマテリアリティKPIを設定し、
育児休業取得の質的向上に向けた取り組みを開始しました。
配偶者の妊娠届により、上司を含む関係者への情報提供を強
化するとともに、「育休ハンドブック」の配布や取得事例の紹介
などを通じて、制度の理解促進と取得を後押ししています。
　これらの取り組みの結果、2025年度における男性の育児休
業取得者の平均取得日数は109日（2024年度154日）となり
ました。取得期間が短い社員が増えたことなどにより平均取
得日数は2024年度を下回りましたが、育児休業の取得率向
上と取得期間の確保の双方が進み、男性社員の育児参画を
支える環境整備と風土醸成は着実に前進しています。

男女賃金差異
　男女間の賃金差異を解消するため、定期的な調査による是
正を図っています。同一職層の基本給に差異はないものの、
上位職層に男性が多いことに加え、女性の採用比率が近年増
加したことで、賃金の低い職層に女性が多くなり、結果として
差異が生じています。差異は年々減少しており、今後も女性
管理職比率の向上や人財パイプラインの強化により、職層構
成の偏りを是正し、男女賃金差異の中長期的な解消を図って
いきます。

障害者雇用の取り組み
　持続的な成長のためには多様な人財の活躍が必要不可欠
になるため、その一環として障害者雇用を推進しています（2025
年度障害者雇用率：3.09％）。障害のある社員が特性に応じ
て能力を発揮できる職場づくりに向け、全組織長向け研修等
を実施してきました。2030年に向けた法定雇用率の段階的
引き上げを見据え、採用強化と障害者が安定・安心し長く働
き続けていけるための定着支援や職場開拓を通じ、さらなる
活躍領域の拡大を図ります。

キャリア入社者の活躍
　多様な経験やスキルを持つ人財が当社グループに魅力を感
じて集い、組織の一員として早期に活躍し、組織の成長につ
ながる状態を目指しています。異業種からの採用も積極的に
行い、定着と活躍を支援するため、研修・サーベイ・上司向
け研修などのオンボーディング施策を充実させ、継続的なフォ
ローアップを実施しています。

入社後は丁寧な受け入れ体制に支えられ、SEとしての道を切
り拓き、思い描いていたモノづくりに携わっています。入社後に
参加したDE&Iプロジェクトをきっかけに「対話を大切にする文
化」を広めたいという想いが芽生え、社内での発信を数多く実
施し、社内プレゼンコンテストには4年連続で応募・入賞も経
験。挑戦する人を支えるフォロワーシップを意識しながら、技
術力と巻き込み力を活かして、活躍の基盤を築いています。

BIPROGY（株）
プロダクトサービス本部
天野 智弘

未経験からエンジニアに挑戦

BIPROGY Group People

2024年度 2025年度

BIPROGYグループ 78.2％ 79.5％
BIPROGY 単体 78.4％ 79.3％

労働者の男女の賃金の差異（全労働者）
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働きがい向上 重点戦略 4

　多様な人財が能力を最大限発揮できる働きがいのある組
織・職場づくりは、成長と競争力の源泉であると考え、働きが
いの向上に取り組んでいます。

理念・戦略の浸透
　 社 員 一 人 ひとりが 自 身 の 業 務 を通じて会 社・組 織 の

「Purpose」および経営戦略とのつながりを実感し、働きがい
を持って主体的に行動できる状態を目指し、理念・戦略の浸
透に取り組んでいます。
　2025年度は、会社・組織 Purpose をテーマに対話する施策

「Purposeダイアローグ」を継続して実施しました。「Purpose」
浸透度調査では、「理解」「自分ごと化」「実践」の割合が総計
で前年度比4ポイントの上昇となりました。今後も、対話を中
心とした浸透施策を継続するとともに、個人の志や業務との
重なりを感じられるようにすることで、社員が会社の理念・戦
略に共感し、誇りを持って自発的に業務へ取り組む組織風土
の醸成を図っていきます。

シニア人財の活躍
　少子高齢化による労働人口の減少や「人生100年時代」の
価値観の浸透などの社会環境の変化を踏まえ、豊富な経験を
持つシニア人財が能力やスキルを十分に発揮し、今後のキャリ
アや人生に向けて成長しながらいきいきと働く状態を目指し、
各種施策を推進しています。2025年度は、シニア層向けのセ
カンドキャリア構築研修およびキャリア面談や他業種とのコミュ
ニケーションを図る越境体験、マネジメント層向けにシニア人
財のキャリア理解や適切なマネジメントを促すセミナーを実施
しました。シニア層のさらなる成長につながる施策の拡充と人
事制度改革を進め、より活躍できる環境を整備していきます。

健康経営
　社員のウェルビーイング向上を通じて生み出される生産性
や創造力を企業価値向上の重要な基盤と捉え、健康経営を
推進しています。社員一人ひとりの心身の健康と自律的な健
康保持・増進を支援するとともに、安心して働ける環境づくり
を通じて、組織の活力向上と持続的な成長を目指しています。
　当社グループでは、マテリアリティの実現に向けて、社員の
心身の健康を維持・増進することを重点課題の一つと位置づ
けています。健康課題分析に基づき、「生活習慣病への対応」

「メンタルヘルスの支援」「がんの早期発見・予防」「女性特有
の健康課題への対応」「睡眠の質の向上」を重点テーマとし
て取り組みを推進しています。メンタルヘルスについては、相
談体制や対話の機会を通じた早期対応と職場環境の改善に
より、不調の未然防止に取り組んでいます。フィジカルヘルス
については、統合型健康診断や受診勧奨、精密検査費用補
助等を通じて、疾病の早期発見と重症化予防を推進していま
す。加えて、健康ポータルやコラボヘルスを通じてヘルスリテ
ラシー向上と自律的な健康管理を支援しています。これらの
取り組みは、グループ会社および健康保険組合と連携し、ソー
シャル委員会のもとで一体的に推進しています。また、プレ
ゼンティーイズム（健康問題に起因するパフォーマンス低下）
やアブセンティーイズム（欠勤・休職）の改善を重視しており、
健康行動の定着と行動変容を通じた生産性向上を目指して
います。
　2026年7月には健康経営宣言を改定し、健康経営の推進を
通じて組織活性化を図るとともに、「Purpose」「Vision2030」
の実現と企業価値向上につなげていく方針を明確化していま
す。本宣言のもと、今後も健康データを活用した多面的な支
援を推進し、社員の健康保持・増進とウェルビーイング向上
を目指します。

ファシリティ変革
　価値創造の実践に向けて、社員が集いたくなる魅力的なオ
フィスづくりのため、ファシリティ変革を進めています。ファシ
リティ変革では、「業務内容や目的に応じて時間や場所にとら
われず執務場所を選択できる」「オフィス全体で粗密のバラン
スを取り快適な環境を確保する」「新たな出会いを創出しコ
ミュニケーションを活性化する」ことを実現します。 2025年度
は、エリアネーミング募集や壁面アート制作など、社員参画型
施策を実施しました。さらに、社員同士に加えパートナー企
業との連携も促進し、「人財 Vision2030」で掲げる「多様な
個が Purpose を軸に共創するワイワイ組織」の実現に向け、
一人ひとりが自由に創造的に働ける場を整備していきます。

個人の自律性を促し、組織を越えたコミュニケーションの活性化、 
関係性強化を目指し、本社ビルの大規模なリニューアルを実施

自席 or 自組織エリアにて 
執務している

人口密度が高い場所と 
低い場所の差が激しい

関わる人・コミュニケーションの 
相手が限定的

業務の内容や目的に応じて 
場所に縛られず選択可能に

オフィス全体で 
粗密のバランスをとることが 

できるため快適な密度に

新たな出会いが生まれ
コミュニケーションが活性化

これまで これからBEFORE AFTER

豊洲本社の様子

37BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
経営方針（2024-2026） ／ コア事業 ／ 成長事業 ／ 企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー ／ 人的資本戦略 ／ 知的資本戦略 ／ 特集 ／ CFOメッセージ



価値創造に向けた人的資本 KPI

　当社グループでは、人財戦略の進展を定量的に把握するため、KPI を設定し、継続的なモニタリングを行っています。これらのKPI は、経営方針に紐づく人財戦略の推進状況を測るKPIとサステ
ナビリティ実現につながるマテリアリティKPIの2層で構成されています。これら2つのKPI を連動させることで、KGIであるエンゲージメントを向上し、戦略実行力の強化につなげています。

人財戦略KPI

マテリアリティKPI（人的資本関連）
+

重点戦略 戦略のキードライバー KPI 2024年度実績 2025年度実績 2026年度目標

重点戦略 1

持続的成長の 
基盤となる人財づくり

志追求型人財

❶ �エンゲージメントサーベイ「キャリア上の目標達成」
における肯定的回答率

❷ �中長期キャリアを設定し、上司と合意した社員の 
割合 ■

❸ �キャリア・ウェルビーイングを推進する仕組みの 
整備と改善率（実施数／計画数） ■

❶  46％
❷100％
❸  83％

❶  55％
❷100％
❸100％

❶  55％
❷100％
❸100％

次世代経営人財 後継者候補準備率 100％ 100％ 100％

重点戦略 2

事業戦略をリードする 
人財の強化

顧客ビジネスアーキテクト ROLES をベースとした基準を満たす人財数 147人 198人 300人

高度プロジェクトマネージャー ROLES をベースとした基準を満たす人財数 239人 329人 300人

ビジネスプロデュース人財 新規事業開発を推進する人財数 ■ 48人 63人 100人

グローバル人財 ROLES をベースとした基準を満たす人財数 39人 46人 70人

重点戦略 3

DE&I 推進

意思決定層における 
ジェンダーダイバーシティ 女性管理職比率※1 ■ 12.3％ 12.6％ －※2

キャリア入社者の活躍 エンゲージメントサーベイ「業務における自己効力感」
の肯定的回答率（キャリア入社3年目以内の社員） 60％ 55％ 65％

重点戦略 4

働きがい向上

理念・戦略の浸透
エンゲージメントサーベイ「働きがい」と 

「働きやすさ」に関する7つの設問の肯定的回答率の 
平均値（2024年度比） ■

51％ 55％ 61％

シニア人財の活躍 エンゲージメントサーベイ「成長機会」に関する2つの
設問の肯定的回答率の平均値（50歳以上の社員） －※3 55％ 50％

� ■ は、マテリアリティKPIと共通

※1 �2024年度実績は2025年4月1日時点。2025年度実績は2026年
4月1日時点

※2 2027年度からの目標値を設定・公表予定
※3 2025年度よりKPI 設定

  P.15-16　マテリアリティのKPIと目標

エンゲージメント
向上

KGI

2024年度
52%

2025年度

56%

エンゲージメント
スコア

2026年度目標

61%
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マテリアリティ デジタルの力とビジネスエコシステムを活用した課題解決の仕組みづくり

BIPROGYグループでは、企業活動に関わる技術ライフサイクル全体を対象に、当社グループが取り組むべき技術分野を定めています。事業適用に向けた、対象技術の獲得 •
強化 • 活用のための技術戦略のもと、経営戦略および事業戦略の実現、持続的成長を目指します。

BIPROGY（株） 
業務執行役員 CTO

馬場 定行

　BIPROGYグループは、ミッションクリティカルなシステムの構
築・運用を通じて業務知見と技術力、幅広い業界のお客様と
の強固な顧客基盤を培ってきました。一方、AIをはじめとする
デジタル技術の急速な進展により、事業環境は大きな変革期
を迎えています。このような環境のもと、価値創造による事業
成長を実現するためには、当社グループの強みである業界知
見や顧客基盤を活かしながら、先端技術を迅速に取り込み、提
供価値へと結び付けていくことが重要です。その実現に向け
て、市場・技術動向を俯瞰した技術マネジメントと、事業戦略・
人財戦略と連動した技術戦略の推進が欠かせません。今後も
技術戦略の実効性を高め、社会やお客様の課題解決を通じた
持続的な企業価値向上を実現していきます。

強みを活かし、技術の力で
持続的な成長と価値創造を実現する

技術面における 
当社グループの 

強み

事業時間軸
対象領域 注力技術テーマ

ミッション
クリティカルな
システム開発

実績

プロジェクト
マネジメントの

ノウハウと
その言語化

徹底した
顧客・業界理解

先端 R&D 中長期成長のための
先端技術研究

事業開発 新たな事業領域に
必要な技術獲得

市場開発 成長市場に 
おける技術強化

コア事業 コア事業を 
支える技術

短期 長期

⑤ �次世代デジタル社会インフラ実装技術の発掘と獲得
次世代デジタル社会のインフラとなる新技術の早期獲得と事業可能性の
見極め

⑥ �量子コンピューティング等の先端技術の発掘と獲得　 ピックアップ P.40

量子アニーリング技術の獲得と事業化見極めおよび量子ゲート最新技術
の調査研究

生成 AI

セキュリティ

クラウド

データ分析
技術

画像・空間
解析

メタバース・
デジタルツイン 

① �開発プロセス変革（開発 DX）　 ピックアップ P.40

システム開発プロセスのさらなる標準化・生成 AIや自動化ツールによる
生産性向上・効率化

② �マネージドサービスを支える技術強化　 ピックアップ P.40

セキュリティ、クラウド領域における基盤・運用技術の刷新とAI・自動化
によるサービスの高度化

③ �顧客 DXパートナーに資する利用技術・適用技術の高度化
AI/データ分析技術とサービスデザインによる顧客体験の高度化

④ �さまざまな分野に応用可能な、 
AI による顧客・社会課題解決手段の獲得
業種・用途に特化した生成 AIの開発技術の獲得、頭脳としての生成 AIの
活用、生成 AI によるデータ分析の高度化

技術戦略の全体像と注力技術テーマ

etc.

BIPROGY グループの技術戦略

　当社グループは経営戦略、事業戦略の実現や持続的成長
を目的に、企業活動に関わる技術ライフサイクル全体を対象
として、技術戦略を進めています。「経営方針（2024-2026）」
では、現在の収益源であるコア事業と、新たな収益の柱であ

る成長事業に対し、6つの注力技術テーマを設定しています。
　当社グループの強みと事業時間軸を踏まえた技術ポートフォ
リオに基づき、コア事業の開発 DX を進めるとともに、成長事
業の市場開発領域の高付加価値化・高度化を加速する技術
強化に注力します。また、先端技術と次世代デジタル技術の
発掘・獲得・実装により、持続的な事業成長を目指します。
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知的資本戦略



要件定義 設計 開発 テスト 運用・保守

　当社グループは、生成 AIを技術戦略の中核に据え、開発プ
ロセスの変革を推進しています。あらゆる業務領域での活用
を視野に入れつつ、費用対効果の高い領域から優先的に取り
組み、独自のAIエージェントの開発や顧客との実装も進展し
ています。特に、長年利用され保守が困難となったレガシー
システムの分析・再生においてもAI の活用を拡大し、単なる
コード生成にとどまらない高度な用途への適用を進めていま
す。生成 AIをITインフラ構築や開発プロセスに組み込むこと
で、技術者が意識せずとも自然に活用される環境を実現して
いきます。これにより、技術者が活用方法を習得する負担を軽
減し、より安全に生産性、創造性を発揮することを目指します。
　当社グループは、生成 AIの活用を通じて社会課題解決を加
速し、持続的な価値創出に貢献していきます。

　当社グループでは、長期にわたり多くのお客様を支え続け
た ITインフラ運用の集合知によるベストプラクティスとして、
2025年6月よりマネージドサービス「GASSAI」を提供していま
す。ITインフラは、クラウド環境とオンプレミス環境の混在に
より運用が複雑化するとともに、巧妙化するセキュリティの脅
威・急速な技術革新に対応するためのセキュリティ要件も高
度化しています。
　技術戦略では、ITインフラ運用の統合・高度化・自動化の
ために必要となるデータ連携・統合基盤などの技術強化や、
お客様の業務支援につながる先端技術の調査や検証、適用
を推進しています。また、データ・AI 活用による新たな価値提
供を目指し、AI を活用した ITインフラの運用業務の自動化・
効率化（AIOps）にも取り組んでいます。

　量子コンピューティング技術を実ビジネスへ適用すること
を目指し、先進的な動向把握や技術獲得、事業領域の探索に
取り組んでいます。
　量子コンピューティング技術活用による業務課題の解決に
向けて、顧客とのPoC も推進しています。金融分野では、当
社グループの金融機関向けシステム開発のノウハウを活かし、
証券会社と共にリスク管理業務の高度化に向けた技術検証
に取り組んでいます。量子アニーリング技術を活用すること
で、膨大なシナリオ空間や複雑なリスク相関を高速かつ網羅
的に探索し、従来見落としていた潜在的リスクを発見できる
可能性が高まります。どのような条件が重なるとポートフォリ
オが破綻するかを逆算し、致命的なリスクシナリオを事前に
可視化することで、重大な損失を防ぐことが期待されます。
　当社グループは、先端技術の事業適用を通じた、顧客課題
と社会課題の解決に取り組んでいきます。

マネージドサービス「GASSAI」の進化

「生産性と品質を両立」する開発プロセス

金融ポートフォリオのリスク管理高度化のPoC 概要

サービスを利用すればするほど顧客体験が向上するループをAIと生み出す

AI 開発 
プラットフォーム

障害の未然防止／ 
早期復旧

管理プロセス（進捗管理 / 品質管理 / 障害管理　等）

コスト／ 
リソースの最適化

さらなるサービス 
体験の向上

リスク管理対象のポート
フォリオのリスクファク
ター、過去のマーケット
データを分析

探索結果を意思決定の
一つの材料として提供

NW

Cloud

Security

DWP

AI/Data 
Platform

上流～下流まで自動化されたシステム開発
管理・運用もAI 駆動により生産性と品質を両立

AIOps
VALUE

データ分析

実現するリスク管理基盤

シナリオ探索
（最適化）

可視化・リスク
是正

ピックアップ ピックアップ ピックアップ

① 開発プロセス変革（開発 DX） ② マネージドサービスを支える技術強化 ⑥ �量子コンピューティング等の先端技術の
発掘と獲得

注力技術
テーマ

注力技術
テーマ

注力技術
テーマ

  P.41　特集

致命的となるリスクシ
ナリオを逆算的に量子
アニーリングで探索

● �見逃されてきた極端
リスクの早期発見

● �リスク構造の理解 ● �定量根拠に基づくリ
スク是正材料の提供

現在
人が要件定義を行い、AI が設計～開発を担う

取り組み
管理プロセスを含めてAI が担当

要求 要件定義書 設計書 ソースコード 監視・ 
障害対応

AI を支援に使用 AI を中心で実現

目的・制約・
品質判断

テスト

設計・コード・テストの統合生成

運用データによる継続改善

実行・検証・ 
品質確認

要求・業務 
課題の理解

40BIPROGYグループ
統合報告書 2026

イントロダクション � 価値創造ストーリー � 価値創造戦略 � 価値創造を支える基盤 � データセクション
経営方針（2024-2026） ／ コア事業 ／ 成長事業 ／ 企業価値を高めていくグループカンパニーと業務提携パートナー ／ 人的資本戦略 ／ 知的資本戦略 ／ 特集 ／ CFOメッセージ



AI を提供価値向上と持続的成長につなげる
　AI 技術の急速な進化は、企業活動やビジネスのあり方その
ものを変え、当社グループのビジネスモデルや提供価値にも構
造的な影響を及ぼしています。システム開発からソリューショ
ン・サービス、インフラ・運用に至るまで、あらゆる領域で提供
価値のさらなる向上が求められています。
　当社グループは、AI 技術の進化を単なる業務効率化の手段
にとどまらず、中長期的な価値創出の機会と位置づけています。
だからこそ、「安全性をどう確保するのか」「公平性をどう担保
するのか」「意思決定における人間の役割をどう定めるか」ーー
AI 活用における重要な問いに正面から向き合い、ガバナンスを
価値創造の土台と考えます。
　この信頼を土台に、AI CoEを中核として、全社的なAI 活用の
整合性・品質・実行スピードを確保しながら、AIを自社の業務
やサービスへ組み込み、新たな事業機会へと広げていきます。　
私たちは、お客様と共に新たな価値を創り出す「価値共創パー
トナー」への進化を目指します。

BIPROGYグループのAI 戦略

　当社グループは、AI 技術の進化を、単なる業務効率化の手
段にとどまらず、ビジネスモデルそのものに構造的な変化を
もたらし、社会やお客様への提供価値を大きく高める成長機
会と位置づけています。
　AI 活用を全社的に推進するため、2026年4月に全社横断組

織として「AI CoE（AI Center of Excellence）」を組成しまし
た。AI CoEを中核に、事業・開発・業務変革、3つの領域での
活動を横断的に統合し、当社グループの持続的な成長を支え
る基盤とすべく、AI を中長期の競争力の源泉として確立しま
す。AIを活用して社会的価値と経済的価値の創出を加速する
ことで、「Vision2030」の実現につなげていきます。

マネジメントメッセージ

～目的を起点に、提供価値・開発・業務の変革を成果へつなぐ～

　AIの活用は、もはや単なるツールの導入では
ありません。何を実現したいのかを起点に、人
とAIの共創を通じて、提供価値の拡張、開発の
高度化、業務の変革を確かな成果へ。当社グ
ループは、そこにAI 時代の企業のあるべき姿が
あると考えています。

AIと共創し、価値を生む企業へ特 集

BIPROGY（株）
代表取締役
専務執行役員 CSO

葛谷 幸司

BIPROGY（株）
業務執行役員 
AI CoE センター長

香林 愛子

A

B

C

AIソリューション／サービスの拡大

開発生産性の向上

業務プロセスの効率化・高度化

AI CoE
（領域横断組織）

各領域の連携を図りながら
全体の戦略を統括

注力領域を中心にソリューション／サービスにAIを組み込み、当
社グループ独自の提供価値を高めることで、競争力強化と差別
化を推進

システム開発・運用の大幅な自動化により、開発効率と品質の
向上を実現

定型業務のAI 活用により、社員がより付加価値の高い業務に集
中できる環境を整備し、組織全体の生産性向上と高度化を両立

2030年度目標

開発プロセス改革を
通じ、開発生産性を2
倍に向上

業務効率を30% 向上
させ、持続可能な働き
方を実現

既存ビジネスに加え
て、売上高1,000億円
以上の新たなビジネ
ス拡大
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AI 戦略の取り組み状況

　「無事故プログラムDR」は、車両の運行状況を「見える化」し、
安全管理と業務改善を支援する通信型ドライブレコーダーサービ
スです。車両の運行管理、動態管理に先進の画像解析 AIを活用
し、交通事故ゼロを目指し、人、企業、社会に貢献します。
　危険運転や違反運転をAI が自動検知し、映像・位置情報とと
もにリアルタイムで通知することで、事故の未然防止と継続的な
安全教育を実現します。クラウド基盤上で車両情報や運転データ
を一元管理できるため、運行管理業務の効率化にも貢献します。
また、レンタル型サービスのため導入ハードルが低く、企業規模
を問わず利用可能です。長年にわたり蓄積した70,000台超の運
用ノウハウを活かし、事故削減、保険・燃料コストの最適化、企
業価値向上を総合的に支援するソリューションです。

　「ニーズコネクト」は、実購買に基づき生活者の声を収集し、商
品開発や販促の高度化を実現する小売業向けプラットフォームで
す。店舗アプリ上で実際の購入者から収集したレビューや評価を
生成 AI が分析し、POSデータだけでは分からなかった「なぜ売れ
たのか」「なぜ選ばれなかったのか」を可視化します。
　生成 AI は購入理由や不満点、改善要望を自動で抽出・分類し、
商品ごとの強みや課題をレポート化します。これにより小売企業
は、生活者ニーズを起点とした商品改善やPB 商品の強化を迅速
に実施できます。さらに、レビュー情報を継続的に蓄積・分析す
ることで、市場変化を素早く把握し、勘や経験だけに頼らないデー
タドリブンな意思決定を支援します。生成 AI が膨大な顧客の声
を価値あるインサイトへ変換し、商品競争力の向上に貢献する
サービスです。

　当社グループのユニアデックスでは、AI 活用のインフラ整備か
ら運用までを一貫して支援する事業モデルを推進し、持続的な成
長が期待されるAI 市場における事業拡大を加速しています。GPU
サーバーおよびデータセンター設備事業を中核に、高性能かつ拡
張性の高いAIインフラを幅広いお客様へ提供し、日本企業の AI
実装とデジタル変革を支える社会インフラの構築に取り組んでい
ます。
　そのAIインフラ上でAIエージェント活用環境の整備に加え、セ
キュリティ対策やAI ガバナンスの強化、AIマネジメントシステムの
国際規格「ISO/IEC 42001」（AIMS）への対応支援などの高付加
価値なサービスを提供し、企画・導入から運用までを包括的に支
援します。継続的なサービス提供による中長期的な価値創出を
図りながら、安心・安全なAI 利用環境の提供を通じて、お客様の
競争力向上と日本社会のデジタル変革に貢献します。

法人向けドライブレコーダー
「無事故プログラムDR」

生活者の声収集サービス
「ニーズコネクト」

AIインフラ・運用サービス

A AIソリューション／サービスの拡大

生活者は自身の購買履歴に基づいて
気軽に商品の評価が可能

AIインフラの上にサービス群を構築し、 
安心・安全にAI を活用できる 

環境を提供

AIインフラの 
構築

GPUサーバー
高性能な計算基盤

を提供

データセンター 
設備

高信頼・高効率な 
環境を提供

事業者は、評価結果を
グラフやAIレポートに
よって参照可能

ドライブレコーダー

コメント要約や 
商品の強み・改善提案

自分や他者の 
レビューが参照できる。 

小売から返信も可能

小売アプリに 
レビュー依頼を配信

「よかった」 
「イマイチ」を評価 

※任意コメントあり

前方衝突危険検知 個人認証（顔認証）

違反運転検知 今後提供予定

歩行者・自転車・車両を 
検知し、相対距離や速度から 

衝突危険性を判断

運行開始時に顔画像を取得
し、サーバーに登録された 

ドライバーを自動認証

信号や標識を認識し、 
運転状況から違反運転や 

事故発生を検知

�ADAS（先進運転支援システム）
・車間距離警告／車線逸脱検知
�DMS 

（ドライバーモニタリングシステム）
・居眠り／わき見／スマホ／喫煙

画像解析 BOX
ドライブレコ ー ダー に
GPU／AIライブラリを搭
載した画像解析 BOX を
接続し、リアルタイムに
車外／車内カメラ映像
を解析

継続的な改善と安定運用で、
AI 活用の成果を最大化

最適化支援

AI 
エージェント

基盤

セキュリティ ガバナンス

ISO/IEC 
42001

（AIMS）

お客様・社会に 
もたらす価値

日本企業の 
AI 実装促進

DX 推進と競争力 
強化を支援

安全なAI 活用
安心・安全・信頼の

確保

AI 価値を最大化
AIの本番運用 
定着と継続的 

活用支援
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AI 戦略の取り組み状況

　当社グループは、AIをソフトウェア開発の中核技術と位置づけ、
要件定義・設計から実装、テスト、運用に至る開発全体を対象と
した AI 活用基盤を構築しました。AI 駆動開発環境と、コード生
成、テスト設計、品質分析などをAI が支援するツールを整備して
おり、対象工程を全工程へと広げています。
　要件を起点に、各工程を担うAIエージェントが連携して開発全
体を駆動するAI 開発への転換を進め、開発の高度化と生産性・
品質向上、開発期間短縮につなげています。これらを土台に、開
発プロセス全体をAI がオーケストレーションする、AI を前提とし
た次世代開発モデルを確立していきます。AI 駆動開発で培った技
術は、自社のソリューションやサービスへも展開しています。マル
チモーダルな大規模言語モデル（LLM）やAIエージェント技術を
活用し、最適なモデル選定とワークフロー設計を実現するととも
に、説明可能性・応答性能・運用コスト・セキュリティといった実
用化の要件にも応えています。

　当社グループは、AI 活用の全社的な定着と業務変革の実現を
目指し、自社を“Customer Zero”として位置づけ、生成 AIやAI
エージェントの活用を先行的に実践・検証しています。その取り
組みの一環として、AIエージェントの実行環境をグループ全体へ
開放し、IT 部門だけでなく業務部門も主体的にAI を活用できる
環境を整備しました。現場の社員が自ら業務課題やニーズに応
じた AI エージェントを迅速に作成・改善できるようになり、実務
に直結した多様なユースケースが継続的に創出されています。
　さらに、AIを「現場で育てるもの」と捉え、全社横断でのナレッ
ジの共有と整備やガバナンス強化を進めることで、自律的かつ持
続的な活用を支援しています。その結果、AI が日常業務の中に
自然に根づき、業務効率化や品質向上だけでなく、社員がより付
加価値の高い業務へ集中できる環境づくりにもつながっています。
現場主導でAI 活用が広がる好循環を生み出しながら、継続的な
業務改革を実現しています。
　この活動で得られた知見は、Microsoft 365 Copilot 向け支援
サービスとしてお客様へ展開しています。

AI ガバナンス
　当社グループは、先見性のあるAI 技術研究に努めるとと
もに、AIを活用したサービスの高度化を、独自の「BIPROGY
グループ　AI ポリシー」に準拠しながら推進しています。ま
た、「ChatGPT など生成 AIの業務利用についてのガイドライ
ン」「生成 AIと著作権に関するガイドライン」を策定し、全役
職員を対象にセキュリティやプライバシーなどデータ主体の
保護、人権の尊重と個人の自律、適切な範囲でのAI 利用な
どに関して周知・教育を実施しています。また、「BIPROGY
グループ人権方針」では、先端技術とデータをめぐるさまざ
まな人権課題を率先して考え、対応策を実践することを掲
げており、AI による人権課題への対応を当社グループ全体
で進めています。

AIマネジメントシステム国際規格 
「ISO/IEC 42001」を取得

　当社グループのユニアデックスでは、保守サービスを支援
する「サポートGAI（汎用型人工知能）チャット」の開発／提
供／運用において、AIマネジメントシステムに関する国際規
格「ISO/IEC 42001」の認証を2026年1月に取得しました。
本認証は、AIのリスク管理を徹底し、安全・安心なAIサービ
スの提供を実現するための国際的な基準です。認証取得を
契機に得られた知見を活かし、今後展開する多様な AI ソ
リューションにおいても、安全性と信頼性の高いサービスを
提供していきます。

CB 業務プロセスの効率化・高度化開発生産性の向上

BIPROGYグループ人権方針
https://biprogy.disclosure.site/ja/themes/106#269

BIPROGYグループ　AI ポリシー
https://www.biprogy.com/com/ai_ethics_policy_
BIPROGY_group.pdf

Microsoft 365 Copilotの基礎知識から導入、活用までBIPROGY 自身が
実践例となりサポートします。

AI 駆動開発の成熟度レベル

AI 支援型 
（人が主導）

工程 AI 駆動型
（AI が一部工程を 

主導）

全 AI 駆動型
（人は評価・確認）

自律進化型
（人は目的・評価 

基準を設定）

要件定義

AI 支援（人が主体）

AI 支援（人が主体）
AI 駆動向け設計

AI 駆動（AI が主体） AI 支援 
（人が主体）

AI 駆動／全工程をエージェントが実行、人が評価・確認

AI 駆動／エージェントが学習・評価・更新の自律ループ

設計 開発 テスト 運用・保守

情報提供ミーティングサービス

スタートアップ
サービス

ハンズオン 
サービス

展開支援 
サービス

エージェント 
共創サービス

活用アドバイザ
リーサービス

導入したい 実践したい 展開したい 活用したい

把握したい

ワークショップ
サービス

利活用アセス 
メントサービス

知りたい

Level
1

Level
4

Level
3

Level
2
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2025年度実績および「経営方針（2024-2026）」目標

（億円）
経営方針

（2024-2026）

2024年度 2025年度 2026年度 
目標

2026年度 
見通し※1

売上収益 4,040 4,337 4,400 4,700
調整後営業利
益率

（調整後営業利益※2）

9.5%
（384億円）

10.0%
（436億円）

11.0%
（484億円）

10.3%
（484億円）

ROE 16.1% 17.9% 17.0% 以上 同左

配当性向

40.3%
＋自己株式 
取得112億円

40.5%
＋自己株式 
取得100億円

40.0％以上
+ 株価水準を考慮
した機動的な自己
株式取得を実施

42.0％
同左

※1 2026年4月公表値
※2 調整後営業利益＝売上収益 – 売上原価 – 販売費及び一般管理費

成長投資を確かな
利益成長へつなげ、
持続的な企業価値向上を
実現する

執行役員 CFO

今井 泰広

将来の収益につながる基盤が着実に拡大

　2025年度は、売上収益、利益、受注のいずれも堅調に推移
しました。人財への投資や事業拡大に向けた取り組みを着実
に進めながら、増収効果と売上総利益率の改善により増益を
確保し、調整後営業利益率も向上しました。
　「経営方針（2024-2026）」では、コア事業の収益力強化と
成長事業の創出を両輪で進めています。CFOとして特に評価
しているのは、将来の収益につながる事業基盤が厚みを増し
ていることです。売上収益の拡大と利益率の改善が進み、コ
ア事業のキャッシュ創出力も高まっています。このキャッシュ
を、コア事業のさらなる強化や技術、人財、成長事業へ再投
資する循環が形成されつつあると評価しています。2026年度
は、事業成長に向けた先行投資を継続する中、今後は一段と
投資効果を精緻に捉え、成長への投資と足元の収益性をこれ
まで以上に高度に管理していきたいと考えています。
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「経営方針（2024-2026）」財務戦略（キャピタル・アロケーション）と進捗

● 研究開発
● �オープンイノベーション投資
● �M&A（アクハイアリング含む）など

投資内容

コア事業
注力領域を明確化し、その領域への 
積極的な開発投資・配分を実行する
● ファイナンシャル　● リテール　
● エネルギー　● モビリティ　● OTインフラ

成長事業
新たなサービス領域の獲得と成⻑市場へ
の深耕、社会課題を解決する社会 DX 事
業の開発による新たなシェアの獲得∕拡
⼤を図る
● �新規事業（市場開発、事業開発）　
● �グローバル

対象領域

バランスの取れた株主還元
● �配当性向は40% 以上とし総還元性向も意識

した自己株式取得を実施

積極的な成長投資キャッシュイン キャッシュアウト

※3 基礎営業 CF：WC（Working Capital：運転資本）の変動、研究開発費を除く営業キャッシュ・フロー
※4 カタリナマーケティングジャパン（株）の子会社化に伴う支出507億円を含む

経営方針
（2024-2026）

経営方針
（2024-2026）

2024-2026年度 
累計計画

2024-2026年度 
累計計画

2024-2025年度 
累計実績

2024-2025年度 
累計実績

700億円＋α

研究開発
200億円

出資 ･M&A
500億円 + α

WCの変動
有利子負債返済

360億円

320億円以上

1,570億円

947億円

手許現預金

188億円

300億円

183億円

124億円

304億円

433億円

70億円

有利子負債 
返済

設備投資

成長投資

株主還元

基礎営業
CF※3

手許現預金

WCの変動

有利子負債調達

株式売却他

コア事業が生み出すキャッシュを、次の成長へ

　企業価値を持続的に高めるためには、生み出したキャッシュ
をどこへ配分し、次の利益成長へどうつなげるかが重要です。
投資の中心となるのは、コア事業の競争力を一段と高める領
域と将来の収益の柱となる成長事業です。コア事業では、既
存事業の収益力向上に向け、強みの強化や、当社グループに
ないケイパビリティの獲得につながる投資機会を追求します。
成長事業では、ASEAN 主要国を中心としたグローバルビジネ
スの強化も目指す方向性の一つです。現地企業との連携や
M&Aを通じて、当社グループの顧客基盤や技術力とのシナジー
を生み出し、事業拡大につなげていきたいと考えています。
　ただし、成長投資であれば何でも許容するわけではありま
せん。投資案件では IRR 等を用いて評価していますが、環境
変化に合わせてハードルレートも見直していく必要がありま
す。短期的な採算性だけでなく、成長戦略との整合性や将来
の事業基盤拡大、企業価値向上への寄与を総合的に判断し
ていきます。
　成長機会を逃さない「攻め」と、資本効率を毀損しない「規
律」。その2つを両立することが、CFOの重要な役割だと考えて
います。

M&Aの成果を利益として着実に顕在化させる

　成長投資の中で重要な柱となるのが M&A です。2026年 
 1月にグループインしたカタリナマーケティングジャパン（株）
は、その象徴的な案件です。同社が有する知見と、当社グルー
プが持つリテール領域の顧客基盤・技術力を組み合わせ、新
たな価値提供を目指しています。PMI も着実に進展しており、

カタリナマーケティングジャパン自身の成長のみならず、中長
期ではリテール領域全体で事業を拡大していきます。
　当然ながらM&A は買収した時点で成功するわけではあり
ません。PPAによる無形資産の認識やその後の償却、のれん、
PMI、シナジー創出などを継続して管理し、最終的に投資し
た資本を上回る価値を生み出して初めて成果になります。CFO
として、 M&A の件数や投資額を追うのではなく、投資後の利
益成長とキャッシュ創出までを一貫して管理し、成長投資を
財務価値へ転換していくことにこだわっていきます。

財務規律をさらに高め、成長機会を逃さない

　積極的な成長投資を続けるからこそ、財務健全性とリスク
管理はこれまで以上に重要になります。現在、（株）格付投資

情報センター（R&I）より取得している発行体格付け「A-」を少
なくとも維持することを財務運営上の一つの基準としながら、
必要な成長投資を機動的に実行できる財務基盤を確保してい
きます。加えて、成長戦略の実行力をさらに高めるため、事
業規模の拡大や新たな投資機会に迅速かつ柔軟に対応でき
るよう、財務健全性の維持に加え、十分な資金流動性の確保
にも注力していきます。政策保有株式についても、毎期、保
有意義を検証しながら縮減を進めており、今後も資本効率の
向上という観点からさらなる縮減を目指します。財務規律は、
必要な時に思い切った成長投資を行うための基盤です。投資
余力を確保しながら、投資案件のリスク・リターンを厳格に見
極める。その両立を徹底していきます。

709億円

研究開発
111億円

出資 ･M&A
597億円※4
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■ BIPROGY　■ TOPIX　■ A 社　■ B 社　■ C 社

株主総利回り（TSR）

1年 3年 5年 10年
累積 年率 累積 年率 累積 年率

BIPROGY 3.6% 52.6% 15.1% 50.3% 8.5% 261.8% 13.7%
TOPIX 34.6% 87.4% 23.3% 102.2% 15.1% 228.2% 12.6%

※ TSR（Total Shareholders’ Return）：株主総利回り。キャピタルゲインと配当をあわせた総合投資収益率
※ TSRの計算は、BIPROGY は累積配当額と株価変動により、TOPIX は配当込の株価指数により算出（Bloombergデータ等により当社作成）
※グラフの値は、2016年3月末日の終値データを100としてTSR による時価を指数化したもの（保有期間は2026年3月末まで）

AI を「脅威」ではなく、 
収益構造を変える成長機会に

　今、資本市場との対話において、最も大きなテーマの一つ
が AIです。生成 AI の進化によってシステム開発が効率化し、
従来の人月型ビジネスの売上が縮小するのではないかという
懸念があります。当社グループでは、この構造変化を「守り」
の課題ではなく、収益構造を変革する成長機会と捉えていま
す。プログラム作成などの開発工程では AIによる効率化が進
む一方、お客様の業務理解を前提とする設計やコンサルティ
ングなどの上流工程は、AIでは代替しにくい領域です。AI に
よって一部の工程を効率化することで、エンジニアの数に依存
せずにより多くの案件に対応したり、より付加価値の高い領域
にエンジニアをシフトすることが可能になります。これは収益
性を高める大きな機会になり得ます。現在、AI 活用について
は、2030年に向けてAIを組み込んだサービスの売上1,000億
円、開発工程の生産性2倍、業務効率30％向上といった KPI 
を掲げています。重要なのは、サービスの高度化、生産性向
上を案件対応力の拡大や上流工程へのシフトにつなげ、新た
な売上の創出と収益性の向上を実現することです。「コストを
何 % 削減したか」ではなく、「AI によってどれだけ利益と成長
機会を拡大できたか」まで捉えていく必要があります。

EPSの持続的成長によって、 
市場の「成長期待」に応える

　「経営方針（2024-2026）」では、株主還元について、配当性
向40％以上を基本とし、機動的な自己株式取得を実施する方
針を掲げています。 2025年度は1株当たり年間配当130円、総

額100億円の自己株式取得を実施しました。しかし、TSR を
持続的に高めるためには、株主還元だけでは十分ではありま
せん。現在、資本市場では AIによるSIビジネスの構造変化へ
の懸念から業界の将来成長に対する期待が低下しています。
だからこそ、AI 時代においても成長を続けられる戦略を示し、
その成果を利益成長として実現することが重要です。その最
も分かりやすい指標の一つがEPSの持続的な成長だと考えて
います。
　2025年度のROE は17.9％となり、「経営方針（2024-2026）」
の最終年度目標の17.0％以上を上回りました。しかし、高い
資本効率を維持するだけでは企業価値向上が実現するわけ
ではありません。重要なのは、創出したキャッシュを成長投
資へ振り向け、その成果を利益として顕在化させ、EPS を持
続的に伸ばしていくことです。

成長戦略を財務価値へ転換することが、 
CFOとしての責務

　当社グループは「Vision2030」の実現に向けて企業価値 
1兆円という目標を掲げています。この目標は、成長投資を
確実に利益とキャッシュにつなげ、将来の成長に対する資本
市場の信頼を積み重ねた結果として実現されるものです。そ
のプロセスと将来性を投資家の皆様に丁寧にお伝えすること
もCFOの重要な責務です。足元のバリュエーションだけに左
右されることなく、着実にEPSを成長させるとともに、次期経
営方針では AIによる構造変化の中でも成長できる戦略を明確
に示し、当社グループへの成長期待が高まるよう努めていき
ます。“戦略を実行するだけでなく、その戦略を利益、キャッ
シュ、そして企業価値へ転換する。” CFO として、財務規律を
維持しながら必要な成長投資を果断に実行し、当社グループ
の持続的な企業価値向上につなげていきたいと考えています。

同業他社
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「経営方針（2024-2026）」ロジックツリー

経営方針（2024-2026） 
業績目標

経営方針（2024-2026） 
重点戦略

2026年度

売上収益
4,400億円

調整後営業利益率
11.0％

調整後営業利益 
484億円

ROE
17.0％以上

配当性向
40.0% 以上

+株価水準を考慮した機動的
な自己株式取得を実施

見通し

（2026年4月公表値）

売上収益
4,700億円

調整後営業利益率
10.3%

調整後営業利益
484億円

ROE
17.0% 以上

配当性向
42.0％

＋株価水準を考慮した機動的
な自己株式取得を実施

収益性向上

売上収益拡大

生産性向上

資本効率向上／ 
株主還元拡充

コ
ア 注力領域／顧客への経営資本配分

コ
ア サービス型ビジネスの拡大

成
長 社会 DX 事業の共創と展開の加速

成
長 新たなサービス領域・シェアの獲得 / 拡大

成
長 グローバル展開

基
盤 積極的な成長投資

基
盤 バランスの取れた株主還元

基
盤 規律の取れた財務基盤の確保

基
盤 コア事業・成長事業の拡大を加速する技術強化

基
盤 人的資本の強化

グローバル売上　51億円（42億円）

成長投資（2024-2026年度累計）　700億円 + α 成長投資　629億円（80億円）

人的資本投資　52 億円（45億円）

システムサービス売上総利益率　 
36.3％（34.3％）

従業員1人当たり営業利益　 
484 万円（467万円）

フリー・キャッシュ・フロー　 
△164億円※（360億円）

ROE　17.9％（16.1％）

親会社の所有者に帰属する持分　 
1,790億円（1,691億円）

発行体格付　A－（A－）

配当性向　40.5%（40.3％）
＋自己株式取得100億円（112億円）

事業開発売上　41億円（42億円）

グローバル売上　150億円

市場開発売上　52億円（46億円）

事業開発売上　100億円

市場開発売上　100億円

注力領域売上　1,549億円（1,400億円）注力領域売上　1,725億円 
 （2025年4月時点 1,555億円 + α）

関連する財務指標と2025年度実績 
（（　）内は前年度実績）

2026年度 
目標・計画

コ
ア 開発生産性向上の促進

・�プロジェクトマネジメント・エンジニアリングの標準化
・�国内外パートナーとの連携強化
・�生成 AI 等の新技術活用による開発自動化

企
業
価
値
向
上

人的資本投資（2024-2026年度累計）　140-150億円

※ カタリナマーケティングジャパン（株）子会社化に伴う支出を含む
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